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5.1 原子力に関する主な出来事と調査実施時期

原子力の分野においては、原子力に関する事故や災害等の出来事があるごとに、原子力

に対する世論が大きく変動する傾向にある。そのため、世論調査の結果に影響を与えると

考えられる2006年以降の原子力に関する主な出来事をまとめた。また、過去の調査実施時

期との関係性を示す。

表28「2006～2015年の原子力に関する主な出来事と調査実施時期」

【2006年】

3月：北陸電力（株）志賀原子力発電所 2号機が営業運転を開始

日本原燃（株）再処理施設がアクティブ試験を開始

6月：日本原子力発電（株）東海発電所に係る廃止措置計画が認可

8月：原子力政策大綱実現のための具体策として「原子力立国計画」を策定

【2007年】

--------------------------2007年1月世論調査（1回目）--------------------------

3月：能登半島地震が発生（北陸電力（株）志賀原子力発電所1,2号機は点検のため停止中）

7月：新潟県中越沖地震により東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所が運転停止

-------------------------2007年10月世論調査（2回目）--------------------------

【2008年】

2月：（独）日本原子力研究開発機構新型転換炉「ふげん」発電所に係る廃止措置計画が認可

4月：電源開発（株）大間原子力発電所の原子炉設置を許可

7月：日本原燃（株）再処理施設高レベル廃液ガラス固化建屋ガラス溶融炉でガラス流下

-------------------------2008年10月世論調査（3回目）--------------------------

12月：日本原燃（株）再処理施設高レベル廃液ガラス固化建屋ガラス溶融炉で炉内異常発生

【2009年】

1月：日本原燃（株）再処理施設高レベル廃液ガラス固化建屋固化セル内に廃液漏えい

5月：東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所7号機起動（同年 12月営業運転開始）

8月：駿河湾震源の地震発生 中部電力（株）浜岡原子力発電所 4号機、同 5号機が自動停止

10月：日本原燃（株）再処理施設高レベル廃液ガラス固化建屋固化セル内に廃液漏えい

11月：中部電力（株）浜岡原子力発電所 1,2号機における廃止措置計画を認可

12月：九州電力（株）玄海原子力発電所3号機においてプルサーマル実施

北海道電力（株）泊発電所3号機が営業運転を開始
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【2010年】

3月：四国電力（株）伊方発電所3号機がプルサーマルの実施

5月：（独）日本原子力研究開発機構高速増殖原型炉「もんじゅ」が性能試験を再開

リサイクル燃料貯蔵（株）リサイクル燃料備蓄センターで使用済燃料貯蔵の事業許可

日本原燃（株）MOX 燃料加工事業の許可

-------------------------2010年9月世論調査（4回目）--------------------------

2011年

1月：東京電力（株）東通原子力発電所1号機が着工

2月：東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所 5号機が営業運転を再開

3月：東京電力（株）福島第一原子力発電所で事故が発生

4月：政府、「計画的避難区域」と「緊急時避難準備区域」を設定

7月：電気事業法に基づき、東京・東北電力管内に電力使用制限を発令（～9月）

原子力安全・保安院、各電力にストレステスト実施を指示

8月：原子力安全規制改革の基本方針が閣議決定

北海道電力（株）泊発電所3号機が営業運転を再開

9月：原子力損害賠償支援機構が設立

--------------------------2011年11月世論調査（5回目）--------------------------

2012年

5月：北海道電力（株）泊発電所3号機が定期検査に入り、国内の原子力発電所が全部停止

8月：関西電力（株）大飯発電所3,4号機が営業運転を再開

9月：「革新的エネルギー・環境戦略」策定（方針：2030年代に原子力発電所稼働ゼロを可能と

するように政策資源を投入）

原子力規制委員会、原子力規制庁が発足

10月：原子力規制委員会が新たな原子力災害対策指針を決定

--------------------------2012年11月世論調査（6回目）--------------------------

12月：「革新的エネルギー・環境戦略」ゼロベースで見直し

2013年

4月：電力システム改革が閣議決定

7月：原子力発電の新規制基準が施行し、4社10プラントが適合審査を申請

8月：国際廃炉研究開発機構（IRID）が発足

9月：関西電力（株）大飯発電所4号機が定期検査入りし、国内の原子力発電所が全部停止

11月：核燃料サイクル施設の新規制基準が決定

--------------------------2013年12月世論調査（7回目）--------------------------
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2014年

1月：東京電力（株）福島第一原子力発電所5,6号機の廃炉決定

4月：東京電力（株）福島第一廃炉推進カンパニーが発足

「エネルギー基本計画（第四次）」が閣議決定

福島県田村市都路地区の避難指示が解除

5月：福井地裁が関西電力（株）大飯3,4号機の運転差し止め判決

6月：エネルギー白書が閣議決定、化石燃料依存度は石油ショック時を上回る水準

10月：福島県川内村の一部の避難指示が解除

北海道電力（株）の電気料金の値上げが認可

11月：鹿児島県知事が議会の意向受け、九州電力（株）川内原子力発電所の再稼働に同意

--------------------------2014年11月世論調査（8回目）--------------------------

2015年

2月：安倍首相、国会施政方針演説でエネルギーベストミックスの構築など

関西電力（株）高浜発電所3,4号が新規制基準の適合審査で設置変更許可

4月:福井地裁が関西電力（株）高浜発電所3,4号機の運転差止め仮処分を決定

関西電力（株）美浜発電所1,2号機、九州電力（株）玄海原子力発電所1号機、

日本原子力発電（株）敦賀発電所1号機、中国電力（株）島根原子力発電所1号機が廃止

5月：「特性放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」が改定

7月：経済産業省、エネルギー基本計画の方針に基づき、「長期エネルギー需給見通し」決定

8月：九州電力（株）川内原子力発電所1号機が発電再開、約2年ぶりに原子力発電が稼働

9月：楢葉町の避難指示が解除

九州電力（株）川内原子力発電所1号機が営業運転を開始、新規制基準施行後初めて

--------------------------2015年10月世論調査（9回目）--------------------------

12月：フランス（パリ）で国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）等が開催
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5.2 考察

（1）原子力に対するイメージ

「原子力」という言葉から思い浮かぶイメージを質問したところ、回答の上位4項目は「危

険」（68.3%）、「不安」（58.4％）、「複雑」（37.3％）という否定的なイメージの項目であっ

た。次いで、「必要」（23.2％）、「役に立つ」（22.8％）という肯定的なイメージの項目が続

く結果となった。他の項目はきわめて低い反応水準であった。

表29「回答が多い項目（上位6項目）」

1.危険（68.3％） 否定的なイメージ

2.不安（58.4％） 〃

3.複雑（37.3％） 〃

4.信頼できない（30.0％） 〃

5.必要（23.2％） 肯定的なイメージ

6.役に立つ（22.8％） 〃

選択肢を「よい」－「悪い」のように「肯定的なイメージ」－「否定的なイメージ」の

“対”になるように並べ替え、比較を行った。ほとんどの項目で“対”になるどちかか一

方の選択肢に回答が集まる傾向があり、10ポイント以上の差が見られる項目は、表30の通

り。

表30「肯定的／否定的イメージの比較」

肯定的なイメージ 否定的なイメージ

よい（0.9％） ＜ 悪い（14.3％）

単純（0.1％） ＜ 複雑（37.3％）

安全（2.2％） ＜ 危険（68.3％）

信頼できる（1.1％） ＜ 信頼できない（30.0％）

安心（0.6％） ＜ 不安（58.4％）

役に立つ（22.8％） ＞ 役に立たない（2.1％）

わかりやすい（0.3％） ＜ わかりにくい（21.4％）

気になる（21.7％） ＞ 気にならない（3.3％）

必要（23.2％） ＞ 不必要（12.4％）

原子力は、「悪い」、「複雑」、「危険」、「信頼できない」、「不安」、「わかりにくい」という

否定的なイメージに傾いていることが分かる。否定的なイメージに回答が集中する一方で、

「役に立つ」という肯定的なイメージもあることが分かる。

「気になる」は、現状、肯定的なイメージとしているが、「関心がある」という考えより
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も「不安がある」ことから「気になる」と回答している可能性もあり、どちらかと言うと、

「否定的なイメージ」に属することも考えられ、今後、どちらに属するかは検討する必要

がある。

「必要」－「不必要」は、上記の傾向と異なる。どちらか一方の選択肢に回答が集まる

傾向がなく、ある程度の回答が双方にあることから、「必要」－「不必要」については、意

見が分かれていることがわかる。

経年変化の観察による分析

原子力のイメージとして挙げられた以下の項目の経年変化を観察した。

原子力のイメージ

→否定的：「悪い」、「複雑」、「危険」、「信頼できない」、「不安」、「わかりにくい」

→肯定的：「役に立つ」、「気になる」

意見が分かれている原子力のイメージ

→「必要」、「不必要」

表31「原子力に対するイメージ」の経年変化

07年

1月

07年

10月

08年

10月

10年

9月

11年

11月

12年

11月

13年

12月

14年

11月

15年

10月

2010→2011

差異

悪い 12.5 13.4 14.3 11.3 15.6 14.6 13.5 15.8 14.3 4.3p

複雑 33.4 36.3 36.4 29.0 37.3 37.8 30.6 34.9 37.3 8.3p

危険 70.5 67.1 68.3 63.4 68.3 67.5 62.8 57.9 68.3 4.9p

信頼

できない
15.4 16.2 13.8 10.2 24.3 25.1 25.4 26.8 30.0 14.1p

不安 53.2 55.8 52.4 45.0 55.9 57.4 54.5 50.7 58.4 10.9p

わかり

にくい
15.7 17.8 16.7 12.8 20.0 20.5 18.8 18.8 21.4 7.2p

不必要 2.0 2.1 3.1 1.6 7.8 8.6 12.3 11.2 12.4 6.2p

必要 31.7 35.5 35.1 35.4 23.5 23.0 14.8 20.0 23.2 -11.9p

役に

立つ
27.0 28.4 33.8 32.6 24.6 20.3 17.4 17.0 22.8 -8.0p

気に

なる
20.1 21.3 23.1 16.7 22.9 23.8 21.5 21.9 21.7 6.2p

否

定

的

な

イ

メ

ー

ジ

肯

定

的

な

イ

メ

ー

ジ

「2010年9月（事故前）」より５Ｐ以上高い→「赤字」、１０Ｐ以上高い→「黄色セル」、

５Ｐ以下低い→「青字」、１０Ｐ以上低い→「青色セル」。
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図3「原子力に対するイメージ」の経年変化

否定的なイメージの上位4項目「危険」、「不安」、「複雑」、「信頼できない」は、前回同様

の順位であるが、いずれの項目もポイントが増加し、否定的なイメージの認識は増加傾向

となった。調査実施前の8月に九州電力（株）川内原子力発電所1号機が再稼働し、ニュー

ス等で再稼働に関する情報を受けたことにより、東京電力（株）福島第一原子力発電所の

事故が思い起こされ、否定的なイメージが増加した可能性がある。

一方、肯定的なイメージの上位2項目「必要」、「役に立つ」は、福島第一原子力発電所の

事故後、減少傾向が底を打ち、増加傾向にあるように見える。増加しているかどうかは、

次年度以降の変化を確認することが望まれる。
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経年変化を観察すると、2011年3月に発生した福島第一原子力発電所事故の前後、「2010

年9月」と「2011年11月」では大きな差が見られる。事故により原子力に対する世論が大き

く変動していることが分かる。特に大きな差（10ポイント以上）が見られた項目は以下の

とおり。

・信頼できない ：+14.1

・必要 ：-11.9

・不安 ：+10.9

「信頼できない」は、事故後、最もポイントが高まった項目となった。事故によって原

子力に対する信頼が大きく損なわれたことが確認できる。さらに、その後も徐々にポイン

トが増加している傾向が見られるが、微増であるため、増加傾向かどうかを判断するため

には、さらに次年度以降の変化を確認する必要がある。

「必要」は、事故後、肯定的なイメージの中では、最もポイントが変動した項目となっ

た。事故によって原子力の必要性に疑問を抱いたことが分かる。さらに、その後も減少傾

向が続き、2013年12月調査のポイント（14.8％）は、「不必要（12.3％）」と同程度の水準

まで落ち込む結果となった。しかし、2013年度調査をピークに徐々に増加傾向に転じてい

るように見える。これは、2014年4月に日本のエネルギー政策の基本的な方向性を示す「エ

ネルギー基本計画」が閣議決定され、「原子力」は安全性の確保を大前提に、重要なベース

ロード電源として位置づけられたことが影響している可能性がある。

次いで変動幅の大きい「不安」は、事故後、ポイントが増加したが、直近の数値は2008

年以前と同程度の水準となっている。2010年9月の結果は全体的に否定的なイメージが低い

傾向があるため、増減の傾向を判断するためには、さらに次年度以降の変化を確認する必

要がある。

一方で、事故後もあまり差が見られない項目として、「危険」が挙げられる。最も回答が

多い「危険」は、事故後、若干、ポイントが増加したものの、事故前のレベルと同程度と

なっている。つまり、事故前より原子力は「危険」と認識されており、事故後もその認識

はあまり変化していないことが分かる。
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クロス集計結果による分析

原子力のイメージとして回答が多い項目（上位6項目）の性別・年齢による差を分析した。

原子力のイメージ

→否定的：「複雑」、「危険」、「信頼できない」、「不安」

→肯定的：「役に立つ」

意見が分かれている原子力のイメージ

→「必要」、「不必要」

図4「回答が多い上位6項目」×「性別」×「年齢」
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表32「原子力に対する否定的なイメージの分布（平均値との比較）：男性」

【男性】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

否
定
的

危険 68.3 61.1 63.2 70.1 68.8 67.4 70.8 58.8

不安 58.4 33.3 36.8 42.3 59.6 65.2 52.8 58.8

複雑 37.3 25.0 38.2 33.0 29.4 34.8 36.8 37.5

信頼できない 30.0 27.8 28.9 21.6 32.1 38.0 29.2 40.0

表33「原子力に対する否定的なイメージの分布（平均値との比較）：女性」

【女性】 平均値 10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70 歳代

否
定
的

危険 68.3 77.8 65.8 66.0 67.6 77.8 73.5 64.4

不安 58.4 55.6 63.0 63.9 63.8 72.2 72.6 55.6

複雑 37.3 33.3 49.3 51.5 39.0 30.0 37.2 41.1

信頼できない 30.0 38.9 30.1 23.7 26.7 23.3 38.9 24.4

：平均値よりも 否定的なイメージ -10P

：平均値よりも 否定的なイメージ - 5P

：平均値よりも 否定的なイメージ + 5P

：平均値よりも 否定的なイメージ +10P

表32,33は、原子力に対する否定的なイメージと「性別・年齢」のクロス集計結果を示し

ている。また、平均値と比較し、「否定的なイメージが減少」している項目と、逆に、「否

定的なイメージが増加」している項目を色分けし、性別・年齢によってどのような傾向が

あるかを確認した。

まず、全体的に男性よりも女性の方が否定的なイメージが強いことが分かる。特に、女

性50～60歳代で「不安」が高く、女性20～30歳代で「複雑」が高い傾向を示している。

一方、男性は年齢が低くなるほど、否定的なイメージが低い結果を示している。特に、

10～30歳代は、他の年代よりも「不安」のポイントが低い傾向があるが、調査結果全体と

して、若年層は原子力に対して関心が低く、不安も感じていない可能性が考えられる。
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（2）放射線に対するイメージ

「放射線」という言葉から思い浮かぶイメージを質問したところ、全体として肯定的な

イメージよりも否定的なイメージの反応が圧倒的に高く、「危険」（72.9％）、「不安」（55.8％）

という回答が突出している。一方、肯定的なイメージでは「役に立つ」（21.0％）という回

答が高いが、否定的イメージと比べるとポイント数が圧倒的に低い。

表34「回答が多い項目（上位5項目）」

1.危険（72.9％） 否定的なイメージ

2.不安（55.8％） 〃

3.悪い（27.7％） 〃

4.複雑（24.2％） 〃

5.役に立つ（21.0％） 肯定的なイメージ

選択肢を「よい」－「悪い」のように「肯定的なイメージ」－「否定的なイメージ」の

“対”になるように並べ替え、比較を行った。ほとんどの項目で“対”になるどちかか一

方の選択肢に回答が集まる傾向があり、10ポイント以上の差が見られる項目は、表35の通

り。

表35「肯定的／否定的イメージの比較」

肯定的なイメージ 否定的なイメージ

明るい（0.3％） ＜ 暗い（16.5％）

よい（0.9％） ＜ 悪い（27.7％）

単純（0.3％） ＜ 複雑（24.2％）

安全（0.9％） ＜ 危険（72.9％）

信頼できる（0.9％） ＜ 信頼できない（18.1％）

安心（1.0％） ＜ 不安（55.8％）

役に立つ（21.0％） ＞ 役に立たない（2.2％）

わかりやすい（0.6％） ＜ わかりにくい（16.4％）

気になる（17.5％） ＞ 気にならない（1.8％）

必要（11.8％） ＞ 不必要（7.0％）

原子力に対するイメージと同様に、放射線は、「暗い」、「悪い」、「複雑」、「危険」、「信頼

できない」、「不安」、「わかりにくい」という否定的なイメージに傾いていることが分かる。

否定的なイメージに回答が集中する一方で、「役に立つ」という肯定的なイメージもあるこ

とが分かる。

「気になる」は、現状、肯定的なイメージとしているが、「関心がある」という考えより
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も「不安がある」ことから「気になる」と回答している可能性もあり、どちらかと言うと、

「否定的なイメージ」に属することも考えられ、今後、どちらに属するかは検討する必要

がある。

「必要」－「不必要」は、上記の傾向と異なる。どちらか一方の選択肢に回答が集まる

傾向がなく、ある程度の回答が双方にあることから、「必要」－「不必要」については、意

見が分かれていることがわかる。

経年変化の観察による分析

放射線のイメージとして挙げられた以下の項目の経年変化を観察した。

放射線のイメージ

→否定的：「暗い」、「悪い」、「複雑」、「危険」、「信頼できない」、

「不安」、「わかりにくい」

→肯定的：「役に立つ」、「気になる」

意見が分かれている放射線のイメージ

→「必要」、「不必要」

表36「放射線に対するイメージ 経年変化」

07年

1月

07年

10月

08年

10月

10年

9月

11年

11月

12年

11月

13年

12月

14年

11月

15年

10月

2010→2011

差異

暗い 21.3 18.7 19.9 19.0 20.1 20.7 17.5 19.2 16.5 1.1p

悪い 22.2 21.3 25.0 21.2 28.3 27.2 24.6 21.9 27.7 7.1p

複雑 21.8 24.2 24.9 21.3 24.0 23.2 20.1 22.7 24.2 2.7p

危険 75.6 71.8 76.3 71.9 73.2 74.0 72.5 66.8 72.9 1.3p

信頼

できない
14.8 12.9 14.8 10.5 18.3 17.5 17.8 17.9 18.1 7.8p

不安 51.4 48.8 51.7 46.2 53.8 54.8 52.9 48.6 55.8 7.6p

わかり

にくい
12.0 13.2 11.8 10.0 17.6 13.8 13.5 15.6 16.4 7.6p

不必要 4.3 3.4 4.3 3.7 10.8 10.1 8.9 6.3 7.0 7.1p

必要 15.6 17.8 19.7 18.8 11.8 10.6 6.6 7.9 11.8 -7.0p

役に

立つ
22.4 27.2 29.6 28.1 16.3 16.0 13.6 14.5 21.0 -11.8p

気に

なる
17.6 15.3 17.1 13.7 20.9 17.8 17.3 15.3 17.5 7.2p

肯

定

的

な

イ

メ

ー

ジ

「2010年9月（事故前）」より５Ｐ以上高い→「赤字」、１０Ｐ以上高い→「黄色セル」、

５Ｐ以下低い→「青字」、１０Ｐ以上低い→「青色セル」。

否

定

的

な

イ

メ

ー

ジ
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図5「放射線に対するイメージ 経年変化」

回答が突出している「危険」、「不安」は、高い水準で安定しているが、前回と比べると

ポイントが増加している。原子力のイメージと同様に、2015年8月に川内原子力発電所1号

機が再稼働し、ニュース等で再稼働に関する情報を受けたことで、東京電力（株）福島第

一原子力発電所の事故が思い起こされ、否定的なイメージが増加した可能性がある。
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経年変化を観察すると、2011年3月に発生した福島第一原子力発電所事故の前後、「2010

年9月」と「2011年11月」では大きな差が見られる。事故により原子力に対する世論が大き

く変動していることが分かる。特に大きな差（10ポイント以上）が見られた項目は、「役に

立つ（-11.8）」のみであった。

「役に立つ」は、事故後、最も変動した項目となった。事故により放射性物質が放出さ

れ、多くの住民の避難や食品の流通規制、放射線による健康影響に対する不安など、社会

に大きな影響を与えたことを受け、「役に立つ」のポイントが落ち込む結果となったと推測

される。しかし、2013年度調査をピークに徐々に増加傾向に転じているように見える。増

加傾向かどうかを判断するためには、さらに次年度以降の変化を確認する必要がある。

「役に立つ」のような経年変化の傾向は、変動幅は狭いものの「必要」でも見ることが

できる。さらに、原子力のイメージ「必要」、「役に立つ」の経年変化の傾向も同じような

動きを見せている。つまり、原子力と放射線のイメージは、強い関連性がある可能性が高

い。

否定的なイメージでは、「不安」、「悪い」、「信頼できない」、「わかりにくい」、「不必要」

の5項目が事故後、ポイントが高くなっている。2010年9月の結果は、全体的に否定的なイ

メージが低い傾向があるため、増減の傾向を判断するためには、さらに次年度以降の変化

を確認する必要がある。

一方で、事故後もあまり差が見られない項目として、「危険」、「複雑」が挙げられる。こ

れらの項目は、事故後もあまりポイントが増加せず、事故前のレベルと同程度となってい

る。つまり、事故前より放射線は「危険」、「複雑」と認識されており、事故後もその認識

はあまり変化していないことが分かる。
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クロス集計結果による分析

放射線のイメージとして挙げられた以下の項目の性別・年齢による差を分析した。

放射線のイメージ

→否定的：「暗い」、「悪い」、「複雑」、「危険」、「信頼できない」、

「不安」、「わかりにくい」

→肯定的：「役に立つ」、「気になる」

意見が分かれている放射線のイメージ

→「必要」、「不必要」

図6「回答が多い上位5項目」×「性別」×「年齢」
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表37「放射線に対する否定的なイメージの分布（平均値との比較）：男性」

【男性】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

否
定
的

危険 72.9 75.0 73.7 69.1 75.2 78.3 69.8 58.8

不安 55.8 38.9 50.0 48.5 57.8 46.7 52.8 52.5

悪い 27.7 38.9 38.2 37.1 32.1 17.4 17.9 20.0

複雑 24.2 22.2 26.3 23.7 19.3 19.6 21.7 22.5

表38「放射線に対する否定的なイメージの分布（平均値との比較）：男性」

【女性】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

否
定
的

危険 72.9 66.7 87.7 85.6 80.0 76.7 62.8 61.1

不安 55.8 61.1 63.0 66.0 63.8 63.3 56.6 52.2

悪い 27.7 33.3 38.4 36.1 31.4 27.8 20.4 12.2

複雑 24.2 19.4 32.9 27.8 21.9 23.3 29.2 26.7

：平均値よりも 否定的なイメージ -10P

：平均値よりも 否定的なイメージ - 5P

：平均値よりも 否定的なイメージ + 5P

：平均値よりも 否定的なイメージ +10P

表37,38は、放射線に対するイメージと「性別・年齢」のクロス集計結果を示している。

また、平均値と比較し、「否定的なイメージが減少」している項目と、逆に、「否定的なイ

メージが増加」している項目を色分けし、性別・年齢によってどのような傾向があるかを

確認した。

まず、全体的に男性よりも女性の方が否定的なイメージが強いことが分かる。特に、女

性20～30歳代で「危険」、「不安」、「悪い」のポイントが高い傾向がある。一方で、女性60

～70歳代では、「危険」、「悪い」のポイントが低い傾向を示している。

男性は、10～30歳代で「悪い」のポイントが高いものの、「不安」のポイントは低い結果

となった。男性の若年層は、放射線は悪いイメージはあるが、不安には感じていない傾向

がある。

男性・女性の高齢層は、放射線に対して否定的なイメージのポイントが低めの傾向があ

る。若年層に比べて高齢層の方が医療などでの放射線利用に接する機会が多いため、否定

的なイメージが低いと推測される。
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（3）原子力・放射線・エネルギーについての関心

原子力やエネルギーの分野について関心のあることを質問した。突出して関心が高い項

目は「地球温暖化」（54.5％）である。次いで、「放射線による人体の影響」（37.6％）、「原

子力施設のリスク」（37.2％）、「放射性廃棄物の処分」（36.4％）、「日本のエネルギー事情」

（36.3％）、「太陽光発電の開発状況」（32.6％）と続く結果となった。

経年変化の観察による分析

上位7項目の経年変化を観察した。

表39「回答が多い項目（上位7項目）」

1.地球温暖化（54.5％）

2.放射線による人体の影響（37.6％）

3.原子力施設のリスク（事故・トラブルなど）（37.2％）

4.放射性廃棄物の処分（36.4％）

5.日本のエネルギー事情（36.3％）

6.太陽光発電の開発状況（32.6％）

7.原子力発電の安全性（30.4％）

表40「原子力・放射線・エネルギーについての関心」経年変化

07年

1月

07年

10月

08年

10月

10年

9月

11年

11月

12年

11月

13年

12月

14年

11月

15年

10月

2010→2011

差異

地球温暖化 60.1 65.3 64.7 62.8 55.8 52.1 45.9 49.5 54.5 -7.0p

放射線による人体の影響 32.8 31.7 32.3 32.0 40.5 37.3 41.7 30.5 37.6 8.5p

原子力施設のリスク - - - - 32.4 29.0 37.9 32.2 37.2 -

放射性廃棄物の処分 28.5 30.3 27.4 23.3 32.8 29.0 35.4 33.3 36.4 9.5p

日本のエネルギー事情 35.9 35.4 39.1 36.1 41.0 41.6 36.8 36.7 36.3 4.9p

太陽光発電の開発状況 35.5 32.9 38.9 37.8 44.2 39.9 38.3 33.5 32.6 6.4p

原子力発電の安全性 25.6 25.8 25.5 24.3 23.8 22.2 26.8 25.0 30.4 -0.5p

「2010年9月（事故前）」より５Ｐ以上高い→「赤字」、１０Ｐ以上高い→「黄色セル」、

５Ｐ以下低い→「青字」、１０Ｐ以上低い→「青色セル」。
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図7「原子力・放射線・エネルギーについての関心 経年変化」

「地球温暖化」は、前回に比べてポイントが増加した。2015年11月末からフランスのパ

リで開催された「国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）、京都議定書第11回締

約国会合（CMP11）」等に関連するニュースを受け、関心が高まったことが推測される。

「原子力発電の安全性」は、前回に比べてポイントが増加した。2015年8月に川内原子力

発電所1号機が再稼働し、ニュース等で再稼働に関する情報を受けたことで、原子力発電の

安全性の関心が高まったことがわかる。

経年変化を観察すると、2011年3月に発生した福島第一原子力発電所事故の前後、「2010

年9月」と「2011年11月」では大きな差が見られる。事故により原子力に対する世論が大き

く変動していることが分かる。特に大きな差が見られた項目は、以下のとおり。

・放射性廃棄物の処分 ：+9.5

・放射線による人体の影響 ：+8.5

・地球温暖化 ：-7.0
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「放射性廃棄物の処分」は、事故後、最も関心が高まった項目となった。事故により原

子力発電に注目が集まり、まだ確定していない高レベル放射性廃棄物の処分地に対する関

心が高まったと推測される。さらに、この項目はその後も徐々にポイントが増加している

傾向が見られ、関心が高まった状況が継続していることが分かる。2015年は、5月に「特性

放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」が改定されたことも関心が高い状態で維持さ

れている要因として挙げられる。

「放射線による人体の影響」も事故後、関心が高まった項目として挙げられる。事故に

より放射性物質が放出されたことで、放射線による健康影響に対して不安を抱く国民が増

え、関心が高まったと推測される。その後も関心が高まった状態は継続しているが、2014

年にポイントが一度、減少している。次年度以降の変化を確認し、増減の傾向を判断する

必要がある。

一方、事故後、関心のポイントが減少した項目として、「地球温暖化」が挙げられる。事

故後、地球温暖化に関する報道が少なかったため、関心が低下したと推測される。

クロス集計結果による分析

原子力やエネルギーの分野についての関心として挙げられた上位7項目の性別・年齢によ

る差を分析した。

図8「回答が多い上位7項目」×「性別」×「年齢」
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表41「原子力やエネルギーの分野についての関心の分布（平均値との比較）：男性」

【男性】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

地球温暖化 54.5 50.0 43.4 51.5 45.0 60.9 69.8 60.0

放射線の人体影響 37.6 25.0 28.9 34.0 25.7 34.8 44.3 41.3

原子力施設のリスク 37.2 19.4 22.4 33.0 32.1 52.2 48.1 41.3

放射性廃棄物の処分 36.4 16.7 28.9 28.9 30.3 44.6 47.2 53.8

日本のエネルギー事情 36.3 13.9 35.5 40.2 33.0 57.6 51.9 41.3

太陽光発電の開発状況 32.6 16.7 23.7 29.9 33.0 44.6 38.7 42.5

原子力発電の安全性 30.4 19.4 26.3 24.7 25.7 34.8 44.3 37.5

表42「原子力やエネルギーの分野について関心の分布（平均値との比較）：女性」

【女性】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

地球温暖化 54.5 52.8 54.8 51.5 41.9 64.4 60.2 52.2

放射線の人体影響 37.6 33.3 32.9 29.9 33.3 47.8 54.0 47.8

原子力施設のリスク 37.2 25.0 26.0 30.9 30.5 47.8 51.3 35.6

放射性廃棄物の処分 36.4 16.7 23.3 19.6 32.4 48.9 46.0 46.7

日本のエネルギー事情 36.3 27.8 23.3 25.8 25.7 33.3 46.0 30.0

太陽光発電の開発状況 32.6 19.4 26.0 28.9 21.9 41.1 35.4 35.6

原子力発電の安全性 30.4 13.9 26.0 22.7 26.7 30.0 38.1 36.7

：関心が高い （平均値+10P）

：関心がやや高い（平均値+5P）

：関心がやや低い（平均値-5P）

：関心が低い （平均値-10P）

表41,42は、原子力やエネルギーの分野についての関心と「性別・年齢」のクロス集計結

果を示している。また、平均値と比較し、ポイントが高い（関心が高い）項目と、逆に、

ポイントが低い（関心が低い）項目を色分けし、性別・年齢によってどのような傾向があ

るかを確認した。関心の分布を見ると、50歳未満「10～40歳代」は関心が低く、50歳以上

「50～70歳代」は関心が高い傾向がある。原子力やエネルギーの分野についての関心は、

50歳が関心の高さの境界となっていることが分かる。

表43は、性別・年齢別の回答が多い上位5項目を示している。男性は、「地球温暖化」、「日

本のエネルギー事情」の関心が高く、女性は、「地球温暖化」、「放射線による人体の影響」

の関心が高いことが分かる。10～40歳代は、他の年代と比べて関心が低い傾向があるが、

特に、女性10～30歳代は「特にない／わからない」が上位に入っているように、原子力や

エネルギーに対して関心が低いことが分かる。
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表43「性別・年齢別の回答が多い上位5項目」

男性 TOP1 TOP2 TOP3 TOP4 TOP5

地球温暖化

50.0

地球温暖化 日本のエネルギー事情 世界のエネルギー事情

43.4 35.5 27.6

地球温暖化 日本のエネルギー事情 放射線の人体影響 原子力施設のリスク 化石燃料の消費

51.5 40.2 34.0 33.0 32.0

地球温暖化 原子力施設のリスク 放射性廃棄物の処分

45.0 32.1 30.3

地球温暖化 日本のエネルギー事情 原子力施設のリスク

60.9 57.6 52.2

地球温暖化 日本のエネルギー事情 原子力施設のリスク 放射性廃棄物の処分 放射線の人体影響

原子力発電の再稼働

69.8 51.9 48.1 47.2 44.3

地球温暖化 放射性廃棄物の処分 太陽光発電の開発状況

60.0 53.8 42.5

女性 TOP1 TOP2 TOP3 TOP4 TOP5

地球温暖化 日本のエネルギー事情 原子力施設のリスク

省エネルギー

52.8 27.8 25.0

地球温暖化

54.8

地球温暖化 原子力施設のリスク 放射線の人体影響 太陽光発電の開発状況 日本のエネルギー事情

特にない／わからない

51.5 30.9 29.9 28.9 25.8

地球温暖化 放射線の人体影響 放射性廃棄物の処分 原子力施設のリスク 原子力発電の安全性

41.9 33.3 32.4 30.5 26.7

地球温暖化 放射性廃棄物の処分 太陽光発電の開発状況

64.4 48.9 41.1

地球温暖化 放射線の人体影響 原子力施設のリスク

60.2 54.0 51.3

地球温暖化 放射線の人体影響 放射性廃棄物の処分 原子力発電の安全性 太陽光発電の開発状況

原子力施設のリスク

52.2 47.8 46.7 36.7 35.6

日本のエネルギー事情

放射線の人体影響

原子力施設のリスク

28.9

放射性廃棄物の処分

44.6

太陽光発電の開発状況

放射性廃棄物の処分

41.3

10歳代

20歳代

化石燃料の消費 原子力施設のリスク

原子力発電の再稼働

放射性廃棄物の処分

放射線の人体影響

25.0
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（4）今後、利用・活用していくべきエネルギー

今後、わが国が利用・活用していくべきと思うエネルギーを質問したところ、「太陽光発

電」（82.8％）、「風力発電」（63.9％）、「水力発電」（56.8％）、「地熱発電」（47.2％）と続

く。

経年変化の観察による分析

回答結果の経年変化を観察した。

表44「回答結果（回答が多い順）」

1.太陽光発電（82.8％）

2.風力発電（63.9％）

3.水力発電（56.8％）

4.地熱発電（47.2％）

5.廃棄物発電（31.3％）

6.天然ガス火力発電（28.3％）

バイオマス発電（28.3％）

8.原子力発電（15.8％）

9.石油火力発電（11.1％）

10.石炭火力発電（8.2％）

表45「今後、利用・活用していくべきエネルギー 経年変化」

08年

10月

10年

9月

11年

11月

12年

11月

13年

12月

14年

11月

15年

10月

2010→2011

差異

原子力発電 31.2 36.9 16.7 13.9 12.3 14.3 15.8 -20.2p

石炭火力発電 4.3 3.7 9.9 9.8 6.6 7.6 8.2 6.2p

石油火力発電 3.5 5.4 10.2 10.4 8.9 8.5 11.1 4.8p

天然ガス火力発電 15.3 16.3 28.9 27.7 29.1 25.5 28.3 12.6p

水力発電 44.3 45.5 63.1 54.3 49.1 51.9 56.8 17.6p

地熱発電 27.7 31.8 47.9 45.8 45.1 44.9 47.2 16.1p

風力発電 61.1 61.5 70.8 69.8 62.9 59.3 63.9 9.3p

太陽光発電 78.3 82.4 86.5 83.4 79.6 77.5 82.8 4.1p

廃棄物発電 25.3 26.4 28.3 24.8 22.7 27.4 31.3 1.9p

バイオマス発電 14.4 17.8 26.8 21.9 23.0 28.1 28.3 9.0p

「2010年9月（事故前）」より５Ｐ以上高い→「赤字」、１０Ｐ以上高い→「黄色セル」、

５Ｐ以下低い→「青字」、１０Ｐ以上低い→「青色セル」。
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図9「今後、利用・活用していくべきエネルギー 経年変化」

前回までの結果と同様の傾向を示しているが、若干、ポイントが高い傾向がある。

経年変化を観察すると、2011年3月に発生した福島第一原子力発電所事故の前後、「2010

年9月」と「2011年11月」では大きな差が見られる。特に大きな差が見られた項目は、以下

のとおり。

・原子力発電 ：-20.2

・水力発電 ：+17.6

・地熱発電 ：+16.1

・天然ガス火力発発電 ：+12.6

「原子力発電」は、最もポイントが減少した項目。その後も低い水準は維持されており、

2015年は川内原子力発電所が再稼働されたが、原子力発電のポイントはあまり変わらない

ため、今後、利用・活用していくべきエネルギーとして考えられていないことが分かる。

事故後、ポイントが増加した項目として、「水力発電」、「地熱発電」、「天然ガス火力発電」

が挙げられている。その後もその傾向は維持されている。
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（5）原子力発電の今後の利用について

原子力の利用に関して、もっとも大きい意見は「原子力発電をしばらく利用するが、徐々

に廃止していくべきだ」（47.9％）。次いで、「原子力発電は即時、廃止すべきだ」（14.8％）。

一方、原子力発電維持の意見は 1 割強程度である。また、「わからない」の回答が 22.9％

ある。前回と大きな差はない。

表46「原子力発電の今後の利用について回答が多い項目」

1.原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ（47.9％）

2.わからない（22.9％）

3.原子力発電は即時、廃止すべきだ（14.8％）

4.東日本大震災以前の原子力発電の状況を維持していくべきだ（10.1％）

5.原子力発電を増やしていくべきだ（1.7％）

6.あてはまるものはない（1.7％）

メディアなどが実施している世論調査では、原子力発電の利用に関して、「賛成」、「反対」

のどちらかを問う調査が多く、「反対」の回答が多いことが報じられている。しかし、原子

力発電の利用に関する意見は、そこまではっきり分かれているのだろうか。

本調査では、「賛成」と「反対」の間で揺れ動く考えを詳しく把握するため、昨年度（2014

年）より選択肢の表現に時間軸を加えるなどの工夫を凝らした。また、政府の方針でもあ

る「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していく」という選択肢を含めた。

今年度（2015年）の調査結果を見ると、政府の方針である「原子力発電をしばらく利用

するが、徐々に廃止していくべきだ」という回答が約5割という結果であった。メディアな

どの調査結果でも示されているように「反対＝廃止していくべき」ではあるが、しばらく

は「利用していくべき＝容認」という「賛成」と「反対」の間で揺れ動く考えを持った回

答が多いことが分かった。原子力発電の利用に関する質問は、昨年度にも行っており、今

年度（2015年）の結果と同様な傾向を示している。

インタビュー結果にもあるように、次年度は、「東日本大震災以前の原子力発電の状況を

維持していくべきだ」と「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していく」の間

に「規制基準への適合確認を経た原子力発電は利用すべきだ」のような選択肢を追加する

ことを検討し、原子力発電の利用の考えをさらに深く分析する方法を試みたい。
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クロス集計結果による分析

図10「原子力発電の今後の利用について」×「性別」×「年齢」

男性10～30歳代は、原子力発電の利用に積極的な意見（「増やしていくべき」、「東日本大

震災以前の原子力発電の状況を維持していくべき」が高い傾向がある。

また、男性10歳代、女性20～30歳代は、「わからない」のポイントが高く、原子力発電の

利用に対して自分の考えを持つことに至っていない傾向がある。

高齢層の方が「わからない」が少なく、どちらかというと原子力発電を廃止していく意

見のポイントが高い傾向がある。
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図11「原子力発電の今後の利用について」×「知識」／「情報獲得行動」／「社会性」

知識が中程度の層が最も「しばらく利用するが、徐々に廃止していくべき」のポイント

が高く、知識が高い層は、「震災以前の状況を維持していくべき」と「即時、廃止すべき」

のポイントがやや高くなる傾向がある。知識が高くなると、はっきりとした自分の考えを

持つようになり、考えが「利用／廃止」の二極化する傾向が見られる。

「情報獲得行動」と「社会性」については、同じような傾向を示しており、情報収集へ

の積極性・社会性が高くなるほど、「しばらく利用するが、徐々に廃止していくべき」と「即

時、廃止すべき」のポイントが高くなる傾向がある。

「知識」／「情報獲得行動」／「社会性」のいずれも、【無】～【高】にかけて「わから

ない」のポイントが少なくなり、自分の考えを持つようになる。
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2.原子力発電の再稼働に関する考えについて

再稼動に関する意見として多く見られるのは、「原子力発電の再稼動について、国民の理

解は得られていないと思う」（38.5％）、「安全対策を行い、厳しい審査を経て、再稼動した

のであれば、認めてもよいと思う」（32.3％）。一方、少ない意見は、「電力会社の安全性確

保への取り組みを信じている」「電源三法交付金のより良い使い方をしっかりと考えてほし

い」。

表47「原子力発電の再稼働に関する考えについて回答が多い項目（上位5項目）」

1.原子力発電の再稼働について、国民の理解は得られていないと思う（38.5％）

2.安全対策を行い、厳しい審査を経て、再稼働したのであれば、認めてもよいと思う（32.3％）

3.政府はもっと前面に出て、安全に対する責任を取る態度を示すべきだと思う（29.7％）

4.放射性廃棄物の処分の見通しも立っていない状況では、再稼働するべきではないと思う（27.3％）

5.万一の大事故の不安があるので、原子力発電は再稼働するべきでないと思う（24.8％）

年代が高くなるについて、回答する項目が多く、年代が高いほど原子力発電の再稼働に

関して関心が高いことが分かる。男性10～20歳代、女性10～40歳代は、原子力発電の再稼

働について「わからない」のポイントが高く、自分の考えを持つことに至っていない。

また、回答結果の上位の項目を見ると、「原子力規制委員会の適合審査を経て再稼働した

のであれば認めてもよい」と考えているものの、「再稼働に関する理解」、「政府の安全性に

関する説明」、「放射性廃棄物の処分」に対しては不十分という考えを持っていることが分

かる。今後、再稼働に向けた取り組みには、この不十分と考えられている項目について心

掛ける必要がある。
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2015年調査では、川内原子力発電所の立地地域住民の意見を多く収集するために、「鹿児

島県薩摩川内地域を対象にWeb調査」を実施した。また、全国との比較分析を行うため、「全

国を対象としたWeb調査」も実施した。原子力発電の再稼働に関する考えについては、全国

Web調査と薩摩川内Web調査の結果を比較し、川内原子力発電所の再稼働直後の地元の考え

を確認した。

表48「原子力発電の再稼働に関する考えの地域差（全国・薩摩川内地域）」

特徴的な違いとしては、薩摩川内地域の再稼働に関する関心度が挙げられる。原子力発

電の再稼働に関する考えを問う質問は、複数回答形式となっており、全国と比べ、薩摩川

内地域の方が一人当たりの選択する数が多く、再稼働について関心が高いことが分かる。

次に、全国と薩摩川内地域を比較して大きな差が見られた5項目は、以下のとおり。

表49「全国と薩摩川内地域で地域差の多い項目（上位5項目）」

選択肢（再稼働に関する考え） 全国 薩摩川内 差

・川内原子力発電所の再稼動について、多くの地元住民は静観しているという印象がある 14.5 27.0 +17.7

・原子力発電の再稼動は、立地地域の雇用や経済に大きく貢献すると思う 14.5 24.5 +10.0

・安全対策を行い、厳しい審査を経て、再稼動したのであれば、認めてもよいと思う 25.3 34.5 +9.2

・火山の噴火の原子力発電に及ぼす影響が心配だ 16.0 24.5 +8.5

・原子力発電を再稼動したのだから、早く電気代を下げるべきだと思う 11.3 19.5 +8.2

問6-2．川内原子力発電所の再稼働に関する考えにあてはまるものをお選びください.
全国Web

（N=400）

薩摩川内Web

（N=400）
差異

安全対策を行い、厳しい審査を経て、再稼動したのであれば、認めてもよいと思う 25.3 34.5 9.2

現状で電力は十分まかなえているので、再稼動は必要ないと思う 26.0 24.0 -2.0

原子力発電の再稼動について、国民の理解は得られていないと思う 34.0 41.0 7.0

電力の安定供給や地球温暖化対策を考えると、原子力発電の再稼動は必要だと思う 13.5 21.0 7.5

放射性廃棄物の処分の見通しも立っていない状況では、再稼動するべきではないと思う 29.0 27.8 -1.2

万一の大事故の不安があるので、原子力発電は再稼動するべきでないと思う 24.8 28.0 3.2

原子力発電の再稼動は、立地地域の雇用や経済に大きく貢献すると思う 14.5 24.5 10.0

防災体制が不十分なので、万一のときの避難が心配だ 25.0 29.8 4.8

政府はもっと前面に出て、安全に対する責任を取る態度を示すべきだと思う 22.3 29.5 7.2

電力会社の安全性確保への取り組みを信じている 5.3 8.8 3.5

電源三法交付金のより良い使い方をしっかりと考えてほしい 6.8 10.0 3.2

川内原子力発電所の再稼動について、多くの地元住民は静観しているという印象がある 9.3 27.0 17.7

火山の噴火の原子力発電に及ぼす影響が心配だ 16.0 24.5 8.5

原子力発電を再稼動したのだから、早く電気代を下げるべきだと思う 11.3 19.5 8.2

その他 0.5 3.8 3.3

わからない 9.5 6.3 -3.2

あてはまるものはない 9.8 4.8 -5.0 (%)
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最も差があった項目は、「川内原子力発電所の再稼動について、多くの地元住民は静観し

ているという印象がある」という考えであった。薩摩川内地域では、以下のような意見が

多く、再稼働については、地元では冷静に受け止められていることが分かる。

【多くの地元の人たちは、川内原発の再稼動については静観しているという印象を持っている】

（類型化前の事前ヒアリングでの意見）

・再稼動については、地元住民でない人が集まって騒いでいる印象を持っている。

・今のマスコミの取り上げ方は、若干、騒ぎすぎだと思う。

・多くの地元の人たちは、川内原子力発電所の再稼動については、

静観しているという印象を持っている。

・サイレントマジョリティ（積極的な発言行為や意思表示をしない大多数の勢力）は、

再稼動にはあまり関心がない。

・原子力発電があることを受け入れて生活していくだけだ。

次いで、ポイント差があったのは、「原子力発電の再稼動は、立地地域の雇用や経済に大

きく貢献すると思う」という考えであった。地元では、再稼働により地域が活性化するこ

とへ期待していることも確認できる。

【原子力発電の再稼動は、立地地域の雇用や経済に大きく貢献すると思う】

（類型化前の事前ヒアリングでの意見）

・地域経済に与える恩恵は大きいと感じている。

・原子力発電は、地域の活性化に貢献していると考えている。
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（5）原子力・放射線・エネルギーについてのベネフィット認知

クロス集計結果による分析

「ベネフィット認知」×「原子力発電の利用」

原子力発電の利用に関しては、将来的には廃止した方が良いが、しばらく利用するのは

仕方ないという考えが半数を占めている。

【原子力発電の今後の利用について回答が多い項目】

1.原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ（47.9％）

2.わからない（22.9％）

3.原子力発電は即時、廃止すべきだ（14.8％）

4.東日本大震災以前の原子力発電の状況を維持していくべきだ（10.1％）

このような原子力発電の利用に関する考えと、以下のような原子力に関するベネフィッ

ト認知との関係について分析した。

・原子力発電の有用性

「原子力発電は役に立つ」

・経済性（個人－電気料金）

「原子力発電がないと、電気料金があがる」

・環境（二酸化炭素排出抑制）

「原子力発電は発電の際に二酸化炭素を出さないので、地球温暖化防止に有効である」
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図12「ベネフィット認知」×「原子力発電の利用」

「東日本大震災以前の原子力発電の状況を維持していくべきだ」に注目してみると、原

子力に関するベネフィット「原子力発電の有用性、経済性（個人－電気料金）、環境（二酸

化炭素排出抑制）」を肯定するほど、東日本大震災以前の原子力発電の状況を維持していく

べきという回答のポイントが高くなる傾向があることが分かる。

次に、「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ」を見ると、「震

災前の状況を維持していくべき」よりは、回答のピークがやや「どちらともいえない」寄

りになっていることが分かる。

「原子力発電は即時、廃止すべきだ」では、原子力のベネフィット認知から見ると、ベ

ネフィットに対して「どちらともいえない」層と、ベネフィットを否定する層の2つに分か

れるように見える。

原子力に関するベネフィットを肯定する層は、原子力発電を利用する意見に傾き、ベネ

フィットを否定する層は、原子力発電を廃止する意見に傾く傾向にある。
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（6）原子力・放射線・エネルギーについてのリスク認知

クロス集計結果による分析

「リスク認知」×「原子力発電の利用」

原子力発電の利用に関しては、将来的には廃止した方が良いが、しばらく利用するのは

仕方ないという考えが半数を占めている。

【原子力発電の今後の利用について回答が多い項目】

1.原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ（47.9％）

2.わからない（22.9％）

3.原子力発電は即時、廃止すべきだ（14.8％）

4.東日本大震災以前の原子力発電の状況を維持していくべきだ（10.1％）

このような原子力発電の利用に関する考えと、以下のような原子力に関するリスク認知

との関係について分析した。

・原子力発電の安全性（地震）

「わが国のような地震国に原子力発電所は危険である」

・放射性廃棄物の処分

「原子力発電所から発生する高レベル放射性廃棄物の最終処分地を早急に決定しなけれ

ばならない」

・放射線影響（自分自身）

「自分のまわりの土壌や食品・水の放射能汚染のことが心配だ」

・放射線影響（将来世代）

「子供たちや将来の世代への放射能や放射線の影響はゼロにしてほしい」

・放射線影響（食品）

「食品を選ぶときは、放射能について気をつけている」

・エネルギー供給

「化石資源を使い切ることやオイルショックが心配だ」
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図13「リスク認知」×「原子力発電の利用」
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「原子力発電は即時、廃止すべきだ」に注目してみると、「放射性廃棄物の処分、原子力

発電の安全性（地震）、放射線影響（自分自身、食品）」に関するリスクに対し、肯定して

いる層が、「原子力発電は即時、廃止すべき」という考えを持っている。

次に、「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ」を見ると、「原

子力発電は即時、廃止すべきだ」よりは、「原子力発電の安全性（地震）、放射線影響（自

分自身、食品）」に関するリスクの回答のピークがやや「どちらともいえない」寄りになっ

ていることが分かる。

「東日本大震災以前の原子力発電の状況を維持していくべきだ」では、「原子力発電をし

ばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ」よりは、「原子力発電の安全性（地震）、

放射線影響（自分自身、食品）」に関するリスクの回答のピークがさらに「どちらともいえ

ない」寄りになっているように見える。

一方で、「放射性廃棄物の処分」、「放射線影響（将来世代）」に関するリスクは、原子力

発電の利用／廃止のどの考えにおいても、肯定的な回答のポイントが高く、「エネルギー供

給」に関するリスクは、「どちらともいえない」のポイントが高い。
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（7）原子力に対する信頼

「信頼」に関する質問は、2013年度まで「専門家や原子力関係者」、「国や自治体」に対

しての質問であったが、さらに詳しく世論の意識を把握するため、2014年度、2015年度の2

回に分けて4つの対象に対して質問した。

「原子力の専門家」に対する信頼 ：2015年10月調査

「原子力の事業者」に対する信頼 ：2014年11月調査

「国」に対する信頼 ：2015年10月調査

「自治体」に対する信頼 ：2014年11月調査

◆信頼度の比較

2014～2015年度にかけ、大きく傾向が変化するような大きな出来事は見当たらないため、

参考として、「原子力の専門家」、「原子力の事業者」、「国」、「自治体」の回答結果の傾向を

比較した。

図14「原子力の専門家、原子力の事業者、国、自治体に対する信頼の調査結果」
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○肯定的な回答（「信頼できる」+「どちらかといえば信頼できる」）

・原子力の専門家のポイントが最も高い（18.0％）。次いで、国（9.2％）、自治体（7.8％）、

原子力の事業者（7.0％）という結果であった。

・原子力の専門家に対する信頼度が最も高い。

○どちらともいえない

・「自治体＞原子力の専門家＞原子力の事業者＞国」の順にポイントが高い結果となった。

○否定的な回答（「信頼できない」+「どちらかといえば信頼できない」）

・最もポイントが高かったのは、国（51.0％）であった。次いで、原子力の事業者（48.0％）、

原子力の専門家（41.7％）、自治体（41.3％）という結果であった。

・国と原子力の事業者が同程度で、少しポイントを下げて原子力の専門家と自治体が同程

度の結果であった。
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◆信頼に関する理由の比較

図15「肯定的な回答（「信頼できる」+「どちらかといえば信頼できる」）の理由」
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・専門的な知識を持っているから

→原子力の専門家（94.0％）＞原子力の事業者（78.3％）＞国（44.5％）＞自治体（26.9％）

・信頼したいから

→国（60.0％）＞自治体（51.6％）＞原子力の事業者（49.4％）＞原子力の専門家（42.1％）

・熱意をもって原子力に携わっているから

→原子力の事業者（32.5％）＞原子力の専門家（30.1％）＞国（26.4％）＞自治体（9.7％）

・公平な見方をしているから

→自治体（28.0％）＞国（19.1％）＞原子力の専門家（15.7％）＞原子力の事業者（7.2％）
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図16「「どちらともいえない」と回答した理由」
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・情報公開が不足しているから

→国（47.0％）＞原子力の専門家（46.2％）＞原子力の事業者（43.1％）＞自治体（32.9％）

・管理体制や安全対策が不足しているから

→国（34.8％）＞原子力の事業者（30.1％）＞原子力の専門家（27.7％）＞自治体（26.5％）

・正直に話していないから

→国（31.4％）＞原子力の事業者（31.2％）＞原子力の専門家（22.2％）＞自治体（17.4％）

・専門的な知識が不足しているから

→自治体（27.4％）＞国（17.5％）＞原子力の事業者（5.9％）＞原子力の専門家（5.5％）

・偏った見方をしているから

→原子力の専門家（17.3％）＞国（13.3％）＞自治体（10.3％）＞原子力の事業者（7.2％）
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図17「否定的な回答（「信頼できない」+「どちらかといえば信頼できない」）の理由」
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・管理体制や安全対策が不足しているから

→原子力の事業者（62.7％）＝国（62.7％）＞原子力の専門家（48.7％）＞自治体（56.1％）

・情報公開が不足しているから

→国（70.3％）＞原子力の専門家（59.5％）＞原子力の事業者（69.4％）＞自治体（56.6％）

・正直に話していないから

→国（65.2％）＞原子力の事業者（61.6％）＞原子力の専門家（51.6％）＞自治体（45.5％）

・偏った見方をしているから

→原子力の専門家（37.6％）＞原子力の事業者（30.9％）＞国（29.9％）＞自治体（23.1％）

・専門的な知識が不足しているから

→自治体（40.4％）＞国（28.8％）＞原子力の事業者（17.2％）＞原子力の専門家（11.8％）
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「信頼」×「原子力発電の利用」

原子力発電の利用に関しては、2014年、2015年ともに「将来的には廃止した方が良いが、

しばらく利用するのは仕方ない」という考えが半数を占めている。

表50「原子力発電の今後の利用について回答が多い項目」

2015年 2014年

1.原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ 47.9％ 47.8％

2.わからない 22.9％ 20.6％

3.原子力発電は即時、廃止すべきだ 14.8％ 16.2％

4.東日本大震災以前の原子力発電の状況を維持していくべきだ 10.1％ 8.8％

このような原子力発電の利用に関する考えと、以下のような信頼との関係について分析

した。

「原子力の専門家」に対する信頼 ：2015年10月調査

「原子力の事業者」に対する信頼 ：2014年11月調査

「国」に対する信頼 ：2015年10月調査

「自治体」に対する信頼 ：2014年11月調査
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図18「信頼」×「原子力発電の利用」
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○原子力の専門家

「原子力発電は即時、廃止すべきだ」に注目してみると、原子力の専門家への信頼の回

答が「どちらともいえない」～信頼できない層が「原子力発電は即時、廃止すべきだ」と

いう考えを多く持っていることが分かる。

次に、「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ」を見ると、「原

子力発電は即時、廃止すべきだ」よりは、原子力の専門家への信頼の回答のピークが「ど

ちらともいえない」寄りになっていることが分かる。

また、「東日本大震災以前の原子力発電の状況を維持していくべきだ」では、原子力の専

門家への信頼が「どちらともいえない」、「どちらかといえば信頼できる」に回答のピーク

がシフトしているように見える。

○原子力の事業者

「原子力発電は即時、廃止すべきだ」に注目してみると、原子力の事業者を信頼できな

い層が「原子力発電は即時、廃止すべきだ」という考えを多く持っていることが分かる。

次に、「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ」を見ると、「原

子力発電は即時、廃止すべきだ」よりは、原子力の事業者への信頼の回答のピークがやや

「どちらともいえない」寄りになっていることが分かる。

また、「東日本大震災以前の原子力発電の状況を維持していくべきだ」では、原子力の事

業者への信頼が「どちらともいえない」に回答のピークがシフトしているように見える。

○国

「原子力発電は即時、廃止すべきだ」に注目してみると、国を信頼できない層が「原子

力発電は即時、廃止すべきだ」という考えを持っていることが分かる。

次に、「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ」と「東日本大震

災以前の原子力発電の状況を維持していくべきだ」を見ると、「原子力発電は即時、廃止す

べきだ」よりは、国への信頼の回答のピークが「どちらともいえない」寄りになっている

ことが分かる。

○自治体

自治体を信頼できない層が「原子力発電は即時、廃止すべきだ」という考えを持つ傾向

がやや見られるが、原子力利用／廃止のどの考えにおいても、「どちらともいえない」が多

く、自治体の信頼は、原子力発電の利用に関する考えに対して、あまり影響を与えていな

いように見える。
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（8）原子力やエネルギーに関する日頃の情報源

原子力やエネルギーに関する日頃の情報源を質問したところ、「テレビ（ニュース）」

（85.8％）、「新聞」（55.3％）、「テレビ（情報番組）」（40.6％）が主な情報源であった。

インターネットでは、ニュースサイトが情報源としてやや高めのポイントを有する

（19.9％）。また、「家族、友人、知人との会話」も17.0％の回答がある。前回と比べて今

回は、テレビを詳細に調べているが、その中でも、ニュースと情報番組という結果になり、

CMはあまり見られていないという結果になった。また、「ニュースアプリ」も新設項目であ

るが、「ニュースサイト」のポイントには及ばない。その他は、大きな変化が無い。

表51「原子力やエネルギーに関する日頃の情報源について回答が多い項目（上位6項目）」

1.テレビ（ニュース）（85.8％）

2.新聞（55.3％）

3.テレビ（情報番組）（40.6％）

4.インターネット上のニュースサイト（19.9％）

5.家族、友人、知人との会話（17.0％）

6.スマートフォンのニュースアプリ（9.8％）

図19「上位6項目」×「性別」×「年齢」
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表52「性別・年齢別の回答が多い上位6項目」

表52は、性別・年齢別の回答が多い上位6項目を示している。性別、年代問わず、「テレ

ビ（ニュース）」が突出してポイントが高い。そして、「テレビ（情報番組）」、「新聞」と続

くが、「新聞」は若年層ほど大幅にポイントが低くなる傾向がある。逆に、若年層では「イ

ンターネット上のニュースサイト」や「スマートフォンのニュースアプリ」のポイントが

高くなる傾向がある。

年代を細かく見てみると、10歳代は、「学校」や「特にない／わからない」が上位に入り、

男性 TOP1 TOP2 TOP3 TOP4 TOP5 TOP6

テレビ（ニュース） テレビ（情報番組） 学 校 特にない／わからない 新 聞 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ

77.8 30.6 25.0 19.4 16.7 13.9

テレビ（ニュース） ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ テレビ（情報番組） 新 聞 ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 家族、友人、知人との会話

77.6 36.8 35.5 30.3 17.1 11.8

テレビ（ニュース） 新 聞 テレビ（情報番組） ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 家族、友人、知人との会話

81.4 47.4 36.1 30.9 16.5 15.5

テレビ（ニュース） 新 聞 テレビ（情報番組） ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 家族、友人、知人との会話

85.3 50.5 33.0 33.0 16.5 12.8

テレビ（ニュース） 新 聞 テレビ（情報番組） ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 雑 誌 家族、友人、知人との会話

89.1 72.8 42.4 28.3 19.6 9.8

テレビ（ニュース） 新 聞 テレビ（情報番組） ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 雑 誌 家族、友人、知人との会話

86.8 78.3 50.0 20.8 17.0 16.0

テレビ（ニュース） 新 聞 テレビ（情報番組） 自治体の広報紙

88.8 83.8 48.8 16.3

女性 TOP1 TOP2 TOP3 TOP4 TOP5 TOP6

テレビ（ニュース） テレビ（情報番組）

75.0 30.6

テレビ（ニュース） テレビ（情報番組） ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 新 聞

74.0 35.6 30.1 26.0

テレビ（ニュース） テレビ（情報番組） 新 聞 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 家族、友人、知人との会話

86.6 32.0 29.9 17.5 16.5 11.3

テレビ（ニュース） 新 聞 テレビ（情報番組） ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 家族、友人、知人との会話 ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ

85.7 50.5 40.0 21.0 18.1 12.4

テレビ（ニュース） 新 聞 テレビ（情報番組） 家族、友人、知人との会話

95.6 58.9 45.6 18.9

テレビ（ニュース） 新 聞 テレビ（情報番組） 家族、友人、知人との会話

94.7 76.1 46.0 23.9

テレビ（ニュース） 新 聞 テレビ（情報番組） 家族、友人、知人との会話 自治体の広報紙 ラジオ

雑 誌

86.7 75.6 48.9 25.6 14.4 11.1

自治体の広報紙

11.5

家族、友人、知人との会話

23.3

雑 誌

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ

7.8

ラジオ

学 校

25.0

特にない／わからない

家族、友人、知人との会話

19.4

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ

60歳代

70歳代

雑 誌

家族、友人、知人との会話

20.0

新 聞

30歳代

40歳代

50歳代

10歳代

20歳代

50歳代

60歳代

70歳代

20歳代

30歳代

40歳代

10歳代
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他の年代では見られない特徴である。また、50～70歳代では、「雑誌」や「自治体の広報紙」、

「ラジオ」が上位に入る傾向がある。

「家族、友人、知人との会話」は、突出して高いポイントではないが、性別、年齢を問

わず、原子力やエネルギーに関する日頃の情報源として一定の割合を担っている情報源と

言える。

表53「原子力やエネルギーに関する日頃の情報源の分布（平均値との比較）：男性」

【男性】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

テレビ（ニュース） 85.8 77.8 77.6 81.4 85.3 89.1 86.8 88.8

新聞 58.2 16.7 30.3 47.4 50.5 72.8 78.3 83.8

テレビ（情報番組） 40.6 30.6 35.5 36.1 33.0 42.4 50.0 48.8

雑誌 9.6 2.8 7.9 10.3 9.2 19.6 17.0 20.0

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 19.9 13.9 36.8 30.9 33.0 28.3 20.8 7.5

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 9.8 13.9 17.1 16.5 16.5 4.3 0.9 0.0

家族、友人、知人との会話 17.0 8.3 11.8 15.5 12.8 9.8 16.0 20.0

学校 2.6 25.0 2.6 1.0 0.9 0.0 0.0 0.0

特にない／わからない 6.8 19.4 13.2 5.2 8.3 4.3 2.8 2.5

表54「原子力やエネルギーに関する日頃の情報源の分布（平均値との比較）：女性」

【女性】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

テレビ（ニュース） 85.8 75.0 74.0 86.6 75.7 95.6 94.7 86.7

新聞 55.3 25.0 26.0 29.9 50.5 58.9 76.1 75.6

テレビ（情報番組） 40.6 30.6 35.6 32.0 40.0 45.6 46.0 48.9

雑誌 9.6 5.6 0.0 4.1 2.9 7.8 8.8 11.1

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 19.9 11.1 30.1 17.5 21.0 7.8 7.1 6.7

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 9.8 11.1 23.3 16.5 12.4 4.4 1.8 4.4

家族、友人、知人との会話 17.0 19.4 23.3 11.3 18.1 18.9 23.9 25.6

学校 2.6 25.0 8.2 2.1 1.0 0.0 0.0 0.0

ツイッター 2.6 13.9 8.2 1.0 1.9 0.0 0.0 0.0

特にない／わからない 6.8 19.4 16.4 9.3 4.8 2.2 0.9 6.7

：平均値+10P

：平均値+5P

：平均値-5P

：平均値-10P
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（9）社会性が高い層の特徴

本調査では、情報の受け手の姿を深く分析するため、「社会性価値観（生活意識や行動に

対する価値観）」に関する質問を設けている。「社会性」とは、主に自治体や地域社会など

の「社会」に対して、どの程度、関わりを持とうとしているかを示したもので、具体的に

は、ボランティア活動や地域の行事等への参加、選挙への投票などを質問項目としている。

社会性に関する質問で回答が多かった項目を以下に示す。

表55「ふだんの生活意識や行動について回答率が高い項目」

このような社会性に関する質問で、「あてはまる」と回答した選択肢の合計した数で、以

下のように「社会性が高い層」、「社会性が中程度の層」、「社会性が低い層」、「社会性が無

い層」の4つのグループに分類した。

表56「社会性に関するクロス集計軸」

選択肢の合計が 8～15 つ 社会性が高い層 N=172

選択肢の合計が 3～7 つ 社会性が中程度の層 N=469

選択肢の合計が 1～2 つ 社会性が低い層 N=394

「あてはまるものはない」を選択 社会性がない層 N=162

順位 選択項目 ％

1 選挙はできるだけ欠かさずに投票したいと思っている 56.3

2 災害時には市民の助け合いが必要であり、ふだんから準備・訓練をしておくべきだ 42.8

3 街の美化や美観の保全は大事だと考えている 39.7

4 地域の行事・イベント、地域の祭りなどにはよく参加するほうだ 26.7

5 地域の寺・神社などの文化財は心のよりどころとして大切にすべきだ 26.5

6 地域（コミュニティ）における住民同士のふれあいを大切にしている 24.2

7 自治会・町内会、PTAなどの活動には進んで参加している 23.5

8 児童や若者の公共心の希薄化が気がかりだ 22.0

9 地域の問題や課題を行政まかせにしないで、市民も一緒に考え行動すべきだ 21.5

10 地域の伝統や文化は大事であり、継承していくように努めている 19.1

11 地域の出来事には常に注意して、さまざまな情報を見聞きするようにしている 16.3

12 ボランティア活動の経験はないが、機会があればぜひしたいと思っている 15.1

13 あてはまるものはない 13.8

14 市民はだれも、外からの訪問者や観光客に気を配り、もてなすべきだ 13.4

15 地域の防犯や環境問題など、ご近所と協力し合って具体的に対処している 12.8

16 現在、ボランティア活動をしている。もしくは近年に活動したことがある 12.4
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このような4つの分類と以下の質問に関してクロス集計を行った。

・性別・年齢

・原子力・放射線・エネルギー分野への知識

・原子力に対するイメージ

・原子力・放射線・エネルギーについてのベネフィット認知、リスク認知

・原子力発電所の再稼働に対する考え

・原子力・エネルギーについての広聴・広報（情報源）

・原子力についての広聴・広報（イベント）

図20「性別」×「年齢」×「社会性」

社会性が高い層は、70歳代で最も割合が高く、年齢が高くなるほど、主に自治体や地域

社会などの「社会」に対して、関わりを持とうとしていることが分かる。
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原子力・放射線・エネルギー分野への知識の質問において、「よく知っている」と回答し

た比率を社会性尺度別に示した。

図21「原子力・放射線・エネルギー分野への知識」×「よく知っている」×「社会性」

社会性が高い層は、ほとんどの項目において知識が高い。「二酸化炭素は地球温暖化の原

因となる温室効果ガスの一つである」、「私たちは宇宙や大地、大気や食物から常に自然の

放射線を受けている」、「電力を安定的に供給するため、さまざまな発電方式を組み合わせ

て発電されている」、「放射線は医療・工業・農業等さまざまな分野で利用されている」は、

社会性が高い層では25％以上が「よく知っている」と答えており、他の層との差も大きい。

これは、普段から原子力・放射線・エネルギー分野に関心を持ち、原子力の専門的な情報

を入手していること持って、やや専門的な原子力に関する情報も入手していることが分か

る。
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次に、「原子力に対するイメージ」で回答した比率を社会性尺度別で示し、知識から形成

される態度について確認した。社会性が高い層は、「危険（75.0％）」や「不安（71.5％）」

のようは否定的なイメージだけでなく、「役に立つ（36.0％）」や「必要（30.3％）」のよう

な肯定的なイメージに関しても他の層と比べてポイントが高い傾向がある。

図22「原子力に対するイメージ」×「社会性」

また、「原子力・放射線・エネルギーについてのベネフィット認知、リスク認知」で回答

した比率を社会性尺度別で示してみても、社会性が高い層は、ベネフィット認知だけでな

く、リスク認知に関しても他の層と比べてポイントが高い傾向がある。

図23「原子力・放射線等についてのベネフィット認知、リスク認知」×「社会性」
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さらに、「原子力発電所の再稼働に対する考え」で回答した比率を社会性尺度別で示して

みても、社会性の高い層は、原子力発電を容認する考えだけでなく、廃止すべきという考

えに関しても他の層と比べてポイントが高い傾向がある。

図24「原子力発電所の再稼働に対する考え」×「社会性」

このように社会性が高い層は、原子力・放射線・エネルギーの役割について一定の評価

をしている一方で、原子力の事故に対して厳しく評価している傾向がある。
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続いて、「原子力やエネルギーに関する日頃の情報源」で回答した比率を社会性尺度別で

示した。

「テレビ（ニュース）」の回答率は高いが、他の層との差はあまりなく、社会性が高い層

は、「テレビ（ニュース）」だけでなく、「新聞」を通しても情報を得ていることがわかる。

また、社会性が高い層は、他の層と比べて「雑誌（27.9％）」、「自治体の広報紙（18.6％）」、

「本・パンフレット（13.4％）」、「家族、友人、知人との会話（26.7％）」のポイントが高

い傾向がある。

図25「原子力やエネルギーに関する日頃の情報源」×「社会性」

また、「参加してみたい原子力やエネルギーに関するイベント」で回答した比率を社会性

尺度別で示した。

全体では「あてはまるものはない」が56.9％を占める質問であるが、社会性が高い層は、

他の層と比べて「施設見学会（36.6％）」、「実験教室（17.4％）」、「講演会／少人数、双方

向（15.1％）」、「講演会／大規模、パネリストの討論会（20.3％）」のポイントが高い傾向

がある。

上記の「原子力やエネルギーに関する日頃の情報源」と「参加してみたい原子力やエネ

ルギーに関するイベント」で他の層と比べてポイントが高い手段やイベントは、社会性が

高い層へアプローチすることは有効と言えるだろう。
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図26「参加してみたい原子力やエネルギーに関するイベント」×「社会性」

社会性が高い層は、原子力・放射線・エネルギー分野に関し、積極的に情報収集してい

る。「テレビ（ニュース）」のような一般的な情報源からの情報収集は、他の層との差はあ

まり見られないが、「新聞」だけでなく、「雑誌」、「自治体の広報紙」、「本・パンフレット」

などの活字媒体を通じて情報収集している結果として、原子力に対するイメージやベネフ

ィットやリスク、原子力発電の再稼働に対して、肯定的、否定的の双方ではっきりとした

意見を持っている傾向があり、マスメディア等を通じて提供される様々な情報の影響を多

様に受けている可能性が高い。つまり、社会性が高い層は、社会と接点を持つだけでなく、

情報源とも接点を持ち、社会の争点となっているさまざまな課題について、情報源を基に

した態度を形成しており、その態度は一方に偏るわけではないことが言えるかもしれない。

同時に、社会性が高い層は、意見や考えを明確に持っているため、家族、友人、知人等

との会話によって、周囲へ影響を与える可能性が高い。社会性が高い層への情報発信をよ

り意識していく必要がある。

一方、社会性がない層は、原子力・放射線・エネルギー分野に関し、積極的に情報収集

していないことから、はっきりとした意見を持っていない傾向がある。このような情報収

集に消極的な社会性がない層に対して情報を伝えることは非常に難しいため、情報や意見

の発信を期待できる社会性が高い層を経由して情報を発信していく手段も意識していく必

要があるだろう。
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（10）情報収集への積極性が高い層の特徴

本調査では、情報の受け手の姿を深く分析するため、2015年より「情報獲得に関する行

動（普段どのような方法や行動で情報収集を行っているのか）」に関する質問を設けている。

「情報獲得行動」とは、どの程度、積極的に情報収集を行っているかを示したもので、具

体的には、講演会等への参加、インターネット検索、新聞等の閲読、ＴＶ視聴などを質問

項目としている。

情報獲得行動に関する質問で回答が多かった項目を以下に示す。

表57「ふだんの情報収集や行動について回答率が高い項目」

このような情報獲得行動に関する質問で、「あてはまる」と回答した選択肢の合計した数

で、以下のように「情報収集への積極性が高い層」、「情報収集への積極性が中程度の層」、

「情報収集への積極性が低い層」、「情報収集への積極性がない層」の4つのグループに分類

した。

順位 選択項目 ％

1 情報を得るために、インターネットで検索することがよくある 57.1

2 毎日１５分以上、新聞を読んでいる 34.0

3 毎日３時間以上、テレビを観る 32.5

4 新聞の折り込みチラシをチェックしている 26.5

5 毎日１時間以上、携帯電話やスマートフォン、タブレットでインターネットをする 19.4

6 毎日３０分以上、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ、フェイスブック、ツイッター等）を利用している 17.8

7 定期的に自治体の広報紙を読んでいる 16.5

8 情報を得るために、講演会や博物館、図書館等に出かけることがある 12.8

9 毎日３０分以上、ラジオを聞いている 11.6

10 毎日１時間３０分以上、パソコンでインターネットをする 10.8

11 定期的に購読している雑誌がある 10.7

12 交通広告（電車内の中づりポスター等）をよく見る 10.4

13 毎日３０分以上、パソコンや携帯電話、スマートフォン等でメールを送っている 8.6

14 あてはまるものはない 8.1

15 週に５種類以上のメルマガ配信を受けている 6.2

16 自分のホームページやブログ等を持っている 4.8

17 路上等で配布されるチラシをよく受け取る 4.5

18 情報交換の場に積極的に出かけるほうだ 2.8
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表58「情報獲得行動に関するクロス集計軸」

選択肢の合計が 5～17 情報収集への積極性が高い層 N=217

選択肢の合計が 2～4 情報収集への積極性が中程度の層 N=639

選択肢の合計が 1 情報収集への積極性が低い層 N=247

「あてはまるものはない」を選択 情報収集への積極性がない層 N=95

このような4つの分類と以下の質問に関してクロス集計を行った。

・原子力・放射線・エネルギー分野への知識

・原子力に対するイメージ

・原子力・放射線・エネルギーについてのベネフィット認知、リスク認知

・原子力発電所の再稼働に対する考え

・原子力・エネルギーについての広聴・広報（情報源）

・原子力についての広聴・広報（イベント）

原子力・放射線・エネルギー分野への知識の質問において、「よく知っている」と回答し

た比率を社会性尺度別に示した。

図27「原子力・放射線・ｴﾈﾙｷﾞｰ分野への知識」×「よく知っている」×「情報獲得行動」

情報収集への積極性が高い層は、ほとんどの項目において知識が高い。「二酸化炭素は地

球温暖化の原因となる温室効果ガスの一つである」、「私たちは宇宙や大地、大気や食物か
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ら常に自然の放射線を受けている」、「電力を安定的に供給するため、さまざまな発電方式

を組み合わせて発電されている」、「放射線は医療・工業・農業等さまざまな分野で利用さ

れている」は、情報収集への積極性が高い層では25％以上が「よく知っている」と答えて

おり、他の層との差も大きい。これは、普段から原子力・放射線・エネルギー分野に関心

を持ち、原子力の専門的な情報を入手していること持って、やや専門的な原子力に関する

情報も入手していることが分かる。

※社会性が高い層と同じような傾向を示している。

次に、「原子力に対するイメージ」で回答した比率を情報獲得行動別で示し、知識から形

成される態度について確認した。情報収集への積極性が高い層は、「危険（73.7％）」や「不

安（69.1％）」のようは否定的なイメージだけでなく、「役に立つ（30.9％）」や「必要（30.0％）」

のような肯定的なイメージに関しても他の層と比べてポイントが高い傾向がある。

図28「原子力に対するイメージ」×「情報獲得行動」

また、「原子力・放射線・エネルギーについてのベネフィット認知、リスク認知」で回答

した比率を情報獲得行動別で示してみても、情報収集への積極性が高い層は、ベネフィッ

ト認知だけでなく、リスク認知に関しても他の層と比べてポイントが高い傾向がある。
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図29「原子力・放射線等についてのベネフィット認知、リスク認知」×「情報獲得行動」

さらに、「原子力発電所の再稼働に対する考え」で回答した比率を情報獲得行動別で示し

てみても、情報収集への積極性が高い層は、原子力発電を容認する考えだけでなく、廃止

すべきという考えに関しても他の層と比べてポイントが高い傾向がある。

図30「原子力発電所の再稼働に対する考え」×「情報獲得行動」

このように情報収集への積極性が高い層は、原子力・放射線・エネルギーの役割につい

て一定の評価をしている一方で、原子力の事故に対して厳しく評価している傾向がある。

※社会性が高い層と同じような傾向を示している。
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続いて、「原子力やエネルギーに関する日頃の情報源」で回答した比率を情報獲得行動別

で示した。

「テレビ（ニュース）」や「新聞」の回答率は高いが、他の層との差はあまりなく、情報

収集への積極性が高い層は、「テレビ（ニュース）」、「新聞」だけでなく、「インターネット

上のニュースサイト（38.2％）」を通しても情報を得ていることがわかる。また、他の層と

比べて「雑誌（19.4％）」、「家族、友人、知人との会話（27.6％）」、「スマートフォンのニ

ュースアプリ（20.7％）」のポイントが高い傾向がある。

図31「原子力やエネルギーに関する日頃の情報源」×「情報獲得行動」

また、「参加してみたい原子力やエネルギーに関するイベント」で回答した比率を情報獲

得行動別で示した。

全体では「あてはまるものはない」が56.9％を占める質問であるが、情報収集への積極

性が高い層は、他の層と比べて「施設見学会（28.6％）」、「実験教室（17.5％）」、「講演会

／少人数、双方向（12.4％）」、「講演会／大規模、パネリストの討論会（16.1％）」のポイ

ントが高い傾向がある。

上記の「原子力やエネルギーに関する日頃の情報源」と「参加してみたい原子力やエネ

ルギーに関するイベント」で他の層と比べてポイントが高い手段やイベントは、社会性が

高い層へアプローチすることは有効と言えるだろう。

※社会性が高い層と比べ、インターネットを利用した情報収集が積極的である。また、参

加したいイベントについては、社会性が高い層と同じような傾向を示すが、若干、ポイ

ントが低い傾向を示す。
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図32「参加してみたい原子力やエネルギーに関するイベント」×「情報獲得行動」

情報収集への積極性が高い層は、原子力・放射線・エネルギー分野に関し、積極的に情

報収集している。「テレビ（ニュース）」や「新聞」のような一般的な情報源からの情報収

集は、他の層との差はあまり見られないが、インターネットを通じて情報収集している結

果として、原子力に対するイメージやベネフィットやリスク、原子力発電の再稼働に対し

て、肯定的、否定的の双方ではっきりとした意見を持っている傾向があり、マスメディア

等を通じて提供される様々な情報の影響を多様に受けている可能性が高い。つまり、情報

収集への積極性が高い層は、多様な情報源と接点を持ち、社会の争点となっているさまざ

まな課題について、情報源を基にした態度を形成しており、その態度は一方に偏るわけで

はないことが言えるかもしれない。

同時に、情報収集への積極性が高い層は、「自分のホームページやブログ等を持っている

（18.4）％」と回答しており、インターネットを通じて広範囲に影響を与える可能性が高

いため、情報収集への積極性が高い層への情報発信をより意識していく必要がある。
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参考：調査方法の比較

個別訪問留置調査（全国／1,200人）とWeb調査（全国／400人）では、サンプル数、サン

プルの抽出方法等が異なるものの、それ以外の調査方法（調査地域、調査対象者、標本数

の配分、質問内容、実査時期）は同一の方法を用いているため、個別訪問留置調査（全国）

とWeb調査（全国）の単純集計結果を比較し、それぞれの調査方法によってどのような差が

見られるかを分析した。10ポイント以上の差を、より特徴的な傾向が出ているものとみな

した。

1.Web調査モニターの特徴（属性、価値観、情報獲得行動等）

・未婚者、大学卒以上、子どもなしの割合が高い

・パソコンで情報収集している（SNS利用は比較的低い）

・社会性は低い（社会性15項目のうち、10ポイント以上の差があった項目は6項目（4割））

・マルチアンサーの質問で丸を付ける数が少ない傾向がある。また、具体的な内容を記入

する「その他」のような回答は避ける傾向がある。

○回答者の属性

・全国Web調査の方が「未婚」の割合が高く、「既婚」の割合が低い。

・全国Web調査の方が「大学卒以上」の割合が高く、「短大卒以下」の割合が低い。

・全国Web調査の方が「子どもなし」の割合が高く、「小さい子どもあり（0～14歳）」の割

合が低い。

１．性別
(%)

男性 女性

全国個別訪問留置調査 全体(N=1200) 49.7 50.3

全国Web調査 全体(N=400) 49.8 50.3 男女の割合には、差はない

２．年代
(%)

10代
（15～19歳）

20代 30代 40代 50代 60代 70代

全国個別訪問留置調査 全体(N=1200) 6.0 12.4 16.2 17.8 15.2 18.3 14.2

全国Web調査 全体(N=400) 5.8 12.8 15.8 18.0 15.5 27.3 5.0

全国Web調査の方が「60代」の割合が高く、「70代」の割合が低い

３．居住地（原子力発電所隣接（30km圏内）・原子力発電所非隣接）
(%)

30km圏内 30km圏外

全国個別訪問留置調査 全体(N=1200) 7.0 93.0

全国Web調査 全体(N=400) 6.5 93.5 UPZ圏内の割合には、差はない

注) 「全国個別訪問留置調査」より５Ｐ以上高い→「赤字」、１０Ｐ以上高い→「黄色セル」、５Ｐ以下低い→「青字」、１０Ｐ以上低い→「青色セル」。
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４．職業

全国個別訪問

留置調査

全国

Web調査

薩摩川内地

域

Web調査

回答者数 1200 400 400

農林漁業 1.8 0.5 2.5

自営・商工業 12.8 5.5 9 全国Web調査の方が「自営・商工業」の割合が低い

自由業 1.3 4 2.8

管理職 4.3 4.8 7.5

事務・技術職 15.8 20 19.5

労務・技能職 11.3 8.5 9.8

パート・アルバイト 16.1 17.8 19.5

主婦専業 15.2 19 15.8

学 生 7.9 6 3

無 職 13.3 14 10.8

無回答 0.3 － －

５．未既婚

(%)

既婚 別居 離婚 死別 未婚 無回答

全国個別訪問留置調査 全体(N=1200) 70.8 0.3 3.7 4.7 20.3 0.2

全国Web調査 全体(N=400) 55.5 0.8 6.0 3.0 34.8 -

全国Web調査の方が「未婚」の割合が高く、「既婚」の割合が低い

６．学歴

(%)

短大卒

以下

大学卒

以上
無回答

全国個別訪問留置調査 全体(N=1200) 73.7 25.5 0.8

全国Web調査 全体(N=400) 55.1 45.0 -

全国Web調査の方が「大学卒以上」の割合が高く、「短大卒以下」の割合が低い

７．子どもの有無

(%)

子どもあり
小さい子ど

もあり*
子どもなし 無回答

全国個別訪問留置調査 全体(N=1200) 60.3 25.2 31.8 7.9

全国Web調査 全体(N=400) 50.8 13.5 42.0 7.2

*0～14歳の子ども

全国Web調査の方が「子どもなし」の割合が高く、「子どもあり」、「小さい子どもあり」の割合が低い

注) 「全国個別訪問留置調査」より５Ｐ以上高い→「赤字」、１０Ｐ以上高い→「黄色セル」、５Ｐ以下低い→「青字」、１０Ｐ以上低い→「青色セル」。

注) 「全国個別訪問留置調査」より５Ｐ以上高い→「赤字」、１０Ｐ以上高い→「黄色セル」、５Ｐ以下低い→「青字」、１０Ｐ以上低い→「青色セル」。

注) 「全国個別訪問留置調査」より５Ｐ以上高い→「赤字」、１０Ｐ以上高い→「黄色セル」、５Ｐ以下低い→「青字」、１０Ｐ以上低い→「青色セル」。

注) 「全国個別訪問留置調査」より５Ｐ以上高い→「赤字」、１０Ｐ以上高い→「黄色セル」、５Ｐ以下低い→「青字」、１０Ｐ以上低い→「青色セル」。
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○情報獲得行動について

全国Web調査の方が「毎日1時間30分以上、パソコンでインターネットをする」、「週に5種

類以上のメルマガ配信を受けている」の割合が高い。

図33「ふだんの情報収集や行動」の訪問留置調査（全国）とWeb調査結果（全国）の比較
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○社会性に関する価値観について

全国Web調査の方が「あてはまるものはない」の割合が高く、「地域の行事・イベント、

地域の祭りなどにはよく参加するほうだ」、「選挙はできるだけ欠かさずに投票したいと思

っている」、「地域（コミュニティ）における住民同士のふれあいを大切にしている」、「自

治会・町内会、ＰＴＡなどの活動には進んで参加している」、「街の美化や美観の保全は大

事だと考えている」、「災害時には市民の助け合いが必要であり、ふだんから準備・訓練を

しておくべきだ」のような「社会」に対して関わりを持つ意識は、比較的低い。

図34「ふだんの生活意識や行動」の訪問留置調査（全国）とWeb調査結果（全国）の比較
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2.Web調査モニターの特徴（原子力について）

・原子力や放射線等に関する知識が豊富のため、「危険」、「わかりにくい」、「不安」という

イメージを持っている人が少ない。

・原子力や放射線等について「ある程度、知っている」と回答する項目が多い。

・原子力や放射線等に関する知識に基づいて自分の意見を持っている（わからないが少な

い）。特に、「地熱発電」、「バイオマス発電」への期待度が高い。

・原子力や放射線等に関する普段の情報源として、インターネット上のニュースサイトか

ら情報収集する割合が高い。スマートフォン等のモバイル機器ではなく、パソコンによ

るインターネット利用の割合が高い。家族、友人、知人との会話からは、あまり情報は

得ていない。

・専門家（大学教員・研究者）の発言に対する信頼度が比較的低い。

○原子力・放射線に対するイメージ

・原子力

全国Web調査の方が「危険」、「わかりにくい」の割合が低い

・放射線

全国Web調査の方が「危険」、「不安」の割合が低い

○原子力・エネルギー等に関する関心・知識

・関心

全国Web調査の方が「地球温暖化」、「放射線による人体の影響」の割合が低い

・知識

「火力発電のしくみ」、「フランスの発電電力量」、「ドイツの原子力発電の政策」、「プル

サーマル」、「核燃料サイクル」、「原子力発電と原子爆弾の違い」、「自然放射線」、「放射

線と放射能」、「確定的影響と確率的影響」を知っているという割合が高い

○原子力発電の利用、再稼働の考え、今後利用していく電源

・原子力発電の利用

全国Web調査の方が「わからない」の割合が低い

・再稼働の考え

あまり差が見られないが、全国Web調査の方が「あてはまるものはない」と答える人が多

い。Web調査モニターは、マルチアンサーの質問で丸を付ける数が少ない傾向があり、「そ

の他」の具体的な内容を記入するのが面倒なため、「あてはまるものはない」と回答した

と思われる。

・今後の電源

全国Web調査の方が「地熱発電」、「バイオマス発電」の割合が高く、「太陽光発電」の割

合が低い
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○国や自治体へ望む取り組み

・全国Web調査の方が「事故に対する未然防止策の策定」、「安全管理規制の強化」の割合が

低い

○原子力やエネルギーに関する情報源、信頼する情報源、参加したいイベント

・普段の情報源

全国Web調査の方が「テレビ（ニュース）」、「家族、友人、知人との会話」の割合が低い

（「インターネット上のニュースサイト」は比較的高い、「スマートフォンのニュースア

プリ」は比較的低い）

・信頼する情報源

全国Web調査の方が「専門家（大学教員・研究者）」の割合が低い

・イベント

あまり差が見られない
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参考：薩摩川内地域の特徴分析

Web調査（全国／400人）とWeb調査（鹿児島県薩摩川内地域／400人）では、調査地域、

標本数の配分以外の調査方法（調査対象者、質問内容、実査時期）は同一の方法を用いて

いるため、Web調査（全国）とWeb調査（薩摩川内地域）の単純集計結果を比較し、地域に

よってどのような差が見られるかを分析した。

なお、10ポイント以上の差を、より特徴的な差が出ているものとみなした。

1.薩摩川内地域のモニターの特徴（属性、価値観、社会性等）

・オンラインパネル登録者へ配信したため、60歳代が少ない。

・短大卒以下の割合が高く、小さい子どもありの割合がやや高い。

・社会性はやや高い（社会性15項目のうち、5ポイント以上の差があった項目は5項目（3割））

○回答者の属性

・薩摩川内Web調査の方が「60歳代」が少なく、「30～50歳代」がやや多い。

・川内原子力発電所のUPZ圏内に含まれる市町の人口と比べ、「鹿児島市」の割合が低く、「姶

良市」の割合が高い。

・薩摩川内Web調査の方が、「短大卒以下」の割合が高く、「大学卒以上」の割合が低い。

・薩摩川内Web調査の方が、「小さい子どもあり（0～14歳）」の割合がやや高い。

・情報獲得行動は、あまり大きな差は見られない（インターネット利用、メルマガ配信、

新聞閲読等のポイントがやや低い）。

・薩摩川内Web調査の方が、地域行事,自治会・町内会等への参加、地域の伝統や文化の継

承等の社会性に関する項目はやや高い。

１．性別
(%)

男性 女性

全国Web調査 全体(N=400) 49.8 50.3

薩摩川内地域Web調査 全体(N=400) 47.3 52.8

２．年代
(%)

10代
（15～19歳）

20代 30代 40代 50代 60代 70代

全国Web調査 全体(N=400) 5.8 12.8 15.8 18.0 15.5 27.3 5.0

薩摩川内地域Web調査 全体(N=400) 3.0 12.8 23.3 23.0 22.3 12.5 3.3

注) 「全国Web調査」より5Ｐ以上高い→「赤字」、10Ｐ以上高い→「黄色セル」、5Ｐ以下低い→「青字」、10Ｐ以上低い→「青色セル」。
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３．居住地（川内原子力発電所30km圏内）
※平成26年10月1日現在 ※平成26年4月1日現在

全体(N=400)
薩摩川内地域

人口（※）

割合

(%)

UPZ圏内

人口（※）

割合

(%)

14.0 96,705人 10.0 94,034人 43.9

4.8 29,788人 3.1 29,908人 14.0

1.5 21,635人 2.2 22,385人 10.5

44.8 606,750人 62.7 891人 0.4

9.5 54,463人 5.6 22,336人 10.4

8.8 49,615人 5.1 27,033人 12.6

13.3 75,292人 7.8 11人 0.0

1.8 22,705人 2.3 16,722人 7.8

1.8 10,491人 1.1 882人 0.4
(%)

注) 「薩摩川内地域人口」より5Ｐ以上高い→「赤字」、10Ｐ以上高い→「黄色セル」、5Ｐ以下低い→「青字」、10Ｐ以上低い→「青色セル」。

４．職業

全国

Web調査

薩摩川内地域

Web調査

回答者数 400 400

農林漁業 0.5 2.5

自営・商工業 5.5 9

自由業 4 2.8

管理職 4.8 7.5

事務・技術職 20 19.5

労務・技能職 8.5 9.8

パート・アルバイト 17.8 19.5

主婦専業 19 15.8

学 生 6 3

無 職 14 10.8

無回答 － －

注) 「全国Web調査」より5Ｐ以上高い→「赤字」、10Ｐ以上高い→「黄色セル」、5Ｐ以下低い→「青字」、10Ｐ以上低い→「青色セル」。

５．未既婚

(%)

既婚 別居 離婚 死別 未婚 無回答

全国Web調査 全体(N=400) 55.5 0.8 6.0 3.0 34.8 -

薩摩川内地域Web調査 全体(N=400) 58.3 0.5 7.0 0.8 33.5 -

注) 「全国Web調査」より5Ｐ以上高い→「赤字」、10Ｐ以上高い→「黄色セル」、5Ｐ以下低い→「青字」、10Ｐ以上低い→「青色セル」。

日置市

姶良市

薩摩郡さつま町

出水郡長島町

薩摩川内市

いちき串木野市

阿久根市

鹿児島市

出水市
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2. 薩摩川内地域のモニターの特徴（原子力について）

・原子力・エネルギー等に関する関心が高く、特に、「太陽光発電」に対しての関心が高い。

・原子力や放射線等に関する知識は、全国と比べて差はないが、「ドイツの原子力発電の政

策」があまり知られていない。

・原子力発電の再稼働に関して関心が高く、再稼動は立地地域の雇用や経済に大きく貢献

し、多くの地元住民は静観しているという印象を持っている。

・国や自治体に対して「事故に対する未然防止策の策定」を望む割合が高い。

○原子力・放射線に対するイメージ

・原子力

あまり大きな差は見られない（薩摩川内Web調査の方が「信頼できない」がやや高い）。

・放射線

あまり大きな差は見られない（薩摩川内Web調査の方が「暗い」、「悪い」、「危険」、「信頼

できない」がやや高い）。

○原子力・エネルギー等に関する関心・知識

・関心

薩摩川内Web調査の方がマルチアンサーの質問で回答する数が多いことから、原子力・エ

ネルギー等に関して関心が高いことが分かる。特に、「太陽光発電の開発状況」の割合が

高い。

６．学歴

(%)

短大卒

以下

大学卒

以上
無回答

全国Web調査 全体(N=400) 55.1 45.0 -

薩摩川内地域Web調査 全体(N=400) 67.2 33.0 -

注) 「全国Web調査」より5Ｐ以上高い→「赤字」、10Ｐ以上高い→「黄色セル」、5Ｐ以下低い→「青字」、10Ｐ以上低い→「青色セル」。

７．子どもの有無

(%)

子どもあり
小さい子ども

あり*
子どもなし 無回答

全国Web調査 全体(N=400) 50.8 13.5 42.0 7.2

薩摩川内地域Web調査 全体(N=400) 49.8 19.8 41.5 8.7
*0～14歳の子ども

注) 「全国Web調査」より5Ｐ以上高い→「赤字」、10Ｐ以上高い→「黄色セル」、5Ｐ以下低い→「青字」、10Ｐ以上低い→「青色セル」。
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・知識

薩摩川内Web調査の方が「ドイツの原子力発電の政策」を知っているという割合が低い。

○原子力発電の利用、再稼働の考え、今後利用していく電源

・原子力発電の利用

あまり大きな差は見られない。

・再稼働の考え

薩摩川内Web調査の方がマルチアンサーの質問で回答する数が多いことから、原子力発電

の再稼働に関して関心が高いことが分かる。特に、「原子力発電の再稼動は、立地地域の

雇用や経済に大きく貢献すると思う」と「川内原子力発電所の再稼動について、多くの

地元住民は静観しているという印象がある」の割合が高い。

・今後の電源

薩摩川内Web調査の方が「太陽光発電」の割合が高い。

○国や自治体へ望む取り組み

薩摩川内Web調査の方が、「事故に対する未然防止策の策定」の割合が高い。

○原子力やエネルギーに関する情報源、信頼する情報源、参加したいイベント

・普段の情報源

あまり大きな差は見られない（薩摩川内Web調査の方が、「テレビ（ニュース）」、「テレビ

（情報番組）」、「自治体の広報紙」がやや高い）。

・信頼する情報源

あまり大きな差は見られない（薩摩川内Web調査の方が、「専門家（大学教員・研究者）」、

「原子力関係者（電力会社・メーカー）」がやや高い）。

・イベント

あまり差が見られない
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5.3 情報発信方法の検討

広報とは相手があって成立するものであり、一方的にこちらの思いを伝えるだけでなく、

新しい広報の内容・方法を、時代・世代・地域に応じて考えていく必要がある。

そこで、2015年調査より時代・世代・地域によって変動する広報の内容を確認し、そこ

から得られた知見に沿って情報到達モデルを作成し、情報を受け取る対象の特性に合わせ

て情報の受け手を分類した。さらに、インタビュー結果より情報発信方法を検討する上で

重要なキーワードを抽出した。

（1）情報到達モデルの検討

問12「あなたは、ふだん原子力やエネルギーに関する情報を何によって得ていますか」

の回答結果より、情報が到達する流れを整理した。

表59「原子力やエネルギーに関する情報源」

N 1200 596 604 72 149 194 214 182 219 170

テレビ（ニュース） 85.8 84.6 87.1 76.4 75.8 84.0 85.5 92.3 90.9 87.6

新聞 55.3 58.2 52.5 20.8 28.2 38.7 50.5 65.9 77.2 79.4

テレビ（情報番組） 40.6 40.3 40.9 30.6 35.6 34.0 36.4 44.0 47.9 48.8

雑誌

（週刊誌・月刊誌等）
9.6 13.3 6.0 4.2 4.0 7.2 6.1 13.7 12.8 15.3

ラジオ 7.8 9.2 6.5 1.4 4.7 4.6 6.1 7.1 13.2 12.9

インターネット上の

ニュースサイト
19.9 25.7 14.2 12.5 33.6 24.2 27.1 18.1 13.7 7.1

スマートフォンの

ニュースアプリ
9.8 9.6 9.9 12.5 20.1 16.5 14.5 4.4 1.4 2.4

教育 学校 2.6 2.2 3.0 25.0 5.4 1.5 0.9 - - -

家族、友人、

知人との会話
17.0 13.9 20.0 13.9 17.4 13.4 15.4 14.3 20.1 22.9

ツイッター 2.6 2.9 2.3 9.7 9.4 2.1 1.4 1.1 0.5 -

自治体の広報紙 6.5 6.5 6.5 1.4 2.0 2.6 4.7 6.6 9.6 15.3

事業者の広報紙 1.9 2.5 1.3 - - 1.0 1.4 2.7 3.2 3.5

本・パンフレット 4.9 6.0 3.8 6.9 2.7 3.1 2.3 6.0 7.3 7.1

国、自治体のHP 2.8 4.2 1.5 1.4 1.3 2.6 1.9 3.3 4.6 3.5

原子力事業者、

研究機関等のHP
1.6 2.9 0.3 - 1.3 2.1 1.9 1.6 2.3 0.6

講演会・説明会・

ｾﾐﾅｰ等のｲﾍﾞﾝﾄ
2.0 1.7 2.3 - - 0.5 0.5 2.7 4.6 4.1

注）50％以上→「青い太字」

事業関係者

メディア

情報の
媒介

５０代 ６０代 ７０代男 性 女 性 １０代 ２０代 ３０代 ４０代

問12．あなたは、ふだん原子力やエネルギーに関する情報を何によって得ていますか。
次の中からあてはまるものをすべてお選びください。（○はいくつでも）

全体

性別 年代別
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表59のように、現在、原子力やエネルギーに関する情報は、大きく分類すると、「事業関

係者（国、事業者等）」、「メディア（テレビ、新聞等）」、「教育（学校）」、「家族、友人、知

人との会話等（情報の媒介）」の4つより情報を受けていることになる。

2015年調査の結果を見ると、「メディア（テレビ、新聞等）」を情報源としていると回答

する割合が突出して高く、「事業関係者（国、事業者等）」から直接、情報を受けている割

合は非常に低いことが分かる。また、10歳代に限っては、「教育（学校）」を情報源として

いる割合も高く、10歳代は非常に重要な情報源として捉えている。

一方、「家族、友人、知人との会話等」のように、情報の発信者から情報を受けた者が媒

介者となり、さらにそこから発信される情報を情報源としている割合も20％程度あること

から、このような情報の伝わり方も一定の役割を担っていると推測される。

さて、情報源として高い役割を担う「メディア（テレビ、新聞等）」と、10歳代の重要な

情報源となる「教育（学校）」であるが、発信する情報は、そもそも「事業関係者（国、事

業者等）」から受けた情報が中心である。さらに、「家族、友人、知人との会話等」の情報

源となり得る情報の媒介者は、調査結果から推測すると「社会性が高い層」と「情報収集

への積極性が高い層」が担う可能性が高い。

このような情報の流れを整理し、以下のような情報到達モデルを作成した。

図35「情報到達モデル」

事業関係者

（国、事業者等）

メディア

（テレビ、新聞等）

教育

（学校）

一般住民

社会性

情報収集

【無】

社会性

情報収集

【高】
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（2）情報の受け手の分類

原子力やエネルギーに関する情報を伝えるためには、情報を受け取る対象の特性に合わ

せ、情報を受け取る側に配慮して情報発信することが望まれる。次のような3つのステップ

で情報の受け手を分類する。

○Step1

情報を受け取りやすいように、ふだん情報を入手している経路で情報発信

→「日頃の情報源」、「参加したいイベント」に関する調査結果より

情報への「接触率」を向上するための「情報獲得行動（情報入手経路）」を把握

○Step2

情報発信した内容を読んでもらうために、関心のある事柄を絡めた内容を情報発信

→「関心」、「情報発信者への信頼」に関する調査結果より

情報の「到達率」を向上するための「情報を得ようとする意識」を把握

○Step3

理解度を高めるために、受け取り側の考えを踏まえた内容を情報発信

→「原子力・放射線のイメージ」、「知識（認知度）」に関する調査結果より

情報の「理解率」を向上するための「原子力やエネルギーに関する捉え方」を把握

図36「一般住民に情報を伝えるための3つのステップ」

一般住民

Step1

接触率 UP

情報源

・

イベント

Step2

到達率 UP

関心

・

信頼

Step3

理解率 UP

ｲﾒｰｼﾞ

・

知識

情報

発信者
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「性別・年代」、「UPZ圏内／圏外」、「小さい子供あり／なし」、「情報獲得行動／社会性」

という層の「原子力、放射線のイメージ」、「原子力やエネルギーの分野についての関心」、

「日頃の情報源」の調査結果の傾向（平均値との比較）を以下のように色分けし、同じよ

うな特性を示す層や特徴的な特性を示す層をピックアップした。

原子力、放射線のイメージの区分

：否定的なイメージ 平均値-10P

：否定的なイメージ 平均値- 5P

：否定的なイメージ 平均値+ 5P

：否定的なイメージ 平均値+10P

原子力やエネルギーの分野についての関心、日頃の情報源の区分

：平均値+10P

：平均値+5P

：平均値-5P

：平均値-10P

表60～64に「性別・年代」、「UPZ圏内／圏外」、「小さい子供あり／なし」、「情報獲得行動

／社会性」の調査結果の傾向より、原子力・放射線のイメージの肯定／否定や関心の高低、

日頃の情報源の傾向に沿って以下の9つのグループに分類した。

グループ①：10歳代

グループ②：20～40歳代

グループ③：50～70歳代

グループ④：UPZ圏内

グループ⑤：小さい子供あり

グループ⑥：情報獲得行動／社会性【高】

グループ⑦：情報獲得行動／社会性【無】
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表60「調査結果の傾向（男性・年代）」

【原子力イメージ】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

危険 68.3 61.1 63.2 70.1 68.8 67.4 70.8 58.8

不安 58.4 33.3 36.8 42.3 59.6 65.2 52.8 58.8

複雑 37.3 25.0 38.2 33.0 29.4 34.8 36.8 37.5

信頼できない 30.0 27.8 28.9 21.6 32.1 38.0 29.2 40.0

【放射線イメージ】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

危険 72.9 75.0 73.7 69.1 75.2 78.3 69.8 58.8

不安 55.8 38.9 50.0 48.5 57.8 46.7 52.8 52.5

悪い 27.7 38.9 38.2 37.1 32.1 17.4 17.9 20.0

複雑 24.2 22.2 26.3 23.7 19.3 19.6 21.7 22.5

【関心】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

地球温暖化 54.5 50.0 43.4 51.5 45.0 60.9 69.8 60.0

放射線の人体影響 37.6 25.0 28.9 34.0 25.7 34.8 44.3 41.3

原子力施設のリスク 37.2 19.4 22.4 33.0 32.1 52.2 48.1 41.3

放射性廃棄物の処分 36.4 16.7 28.9 28.9 30.3 44.6 47.2 53.8

日本のエネルギー事情 36.3 13.9 35.5 40.2 33.0 57.6 51.9 41.3

太陽光発電の開発状況 32.6 16.7 23.7 29.9 33.0 44.6 38.7 42.5

原子力発電の安全性 30.4 19.4 26.3 24.7 25.7 34.8 44.3 37.5

【情報源】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

テレビ（ニュース） 85.8 77.8 77.6 81.4 85.3 89.1 86.8 88.8

新聞 58.2 16.7 30.3 47.4 50.5 72.8 78.3 83.8

テレビ（情報番組） 40.6 30.6 35.5 36.1 33.0 42.4 50.0 48.8

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 19.9 13.9 36.8 30.9 33.0 28.3 20.8 7.5

家族、友人、知人との会話 17.0 8.3 11.8 15.5 12.8 9.8 16.0 20.0

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 9.8 13.9 17.1 16.5 16.5 4.3 0.9 0.0

雑誌 9.6 2.8 7.9 10.3 9.2 19.6 17.0 20.0

学校 2.6 25.0 2.6 1.0 0.9 0.0 0.0 0.0

ツイッター 2.6 5.6 10.5 3.1 0.9 2.2 0.9 0.0

特にない／わからない 6.8 19.4 13.2 5.2 8.3 4.3 2.8 2.5

【Gr1：10 歳代】

・原子力利用等に対して

「わからない」の割合が高い

・原子力等の関心が低い

・学校を主な情報源としている

【Gr2：20-40 歳代】

・原子力利用等に対して

「わからない」の割合が高い

・原子力等の関心がやや低め

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄでの情報収集が高め

【Gr3：50-70 歳代】

・原子力利用等に対して

否定的なポイントが高め

・原子力等の関心が高い

・活字媒体での情報収集が高め
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表61「調査結果の傾向（女性・年代）」

【原子力イメージ】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

危険 68.3 77.8 65.8 66.0 67.6 77.8 73.5 64.4

不安 58.4 55.6 63.0 63.9 63.8 72.2 72.6 55.6

複雑 37.3 33.3 49.3 51.5 39.0 30.0 37.2 41.1

信頼できない 30.0 38.9 30.1 23.7 26.7 23.3 38.9 24.4

【放射線イメージ】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

危険 72.9 66.7 87.7 85.6 80.0 76.7 62.8 61.1

不安 55.8 61.1 63.0 66.0 63.8 63.3 56.6 52.2

悪い 27.7 33.3 38.4 36.1 31.4 27.8 30.4 12.2

複雑 24.2 19.4 32.9 27.8 21.9 23.3 29.2 26.7

【関心】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

地球温暖化 54.5 52.8 54.8 51.5 41.9 64.4 60.2 52.2

放射線の人体影響 37.6 33.3 32.9 29.9 33.3 47.8 54.0 47.8

原子力施設のリスク 37.2 25.0 26.0 30.9 30.5 47.8 51.3 35.6

放射性廃棄物の処分 36.4 16.7 23.3 19.6 32.4 48.9 46.0 46.7

日本のエネルギー事情 36.3 27.8 23.3 25.8 25.7 33.3 46.0 30.0

太陽光発電の開発状況 32.6 19.4 26.0 28.9 21.9 41.1 35.4 35.6

原子力発電の安全性 30.4 13.9 26.0 22.7 26.7 30.0 38.1 36.7

【情報源】 平均値 10歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳代

テレビ（ニュース） 85.8 75.0 74.0 86.6 75.7 95.6 94.7 86.7

新聞 55.3 25.0 26.0 29.9 50.5 58.9 76.1 75.6

テレビ（情報番組） 40.6 30.6 35.6 32.0 40.0 45.6 46.0 48.9

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 19.9 11.1 30.1 17.5 21.0 7.8 7.1 6.7

家族、友人、知人との会話 17.0 19.4 23.3 11.3 18.1 18.9 23.9 25.6

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 9.8 11.1 23.3 16.5 12.4 4.4 1.8 4.4

雑誌 9.6 5.6 0.0 4.1 2.9 7.8 8.8 11.1

学校 2.6 25.0 8.2 2.1 1.0 0.0 0.0 0.0

ツイッター 2.6 13.9 8.2 1.0 1.9 0.0 0.0 0.0

特にない／わからない 6.8 19.4 16.4 9.3 4.8 2.2 0.9 6.7

《Gr1：10 歳代》

・原子力利用等に対して

「わからない」の割合が高い

・原子力等の関心が低い

・学校を主な情報源としている

《Gr2：20-40 歳代》

・原子力利用等に対して

「わからない」の割合が高い

・原子力等の関心がやや低め

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄでの情報収集が高め

《Gr3：50-70 歳代》

・原子力利用等に対して

否定的なポイントが高め

・原子力等の関心が高い

・活字媒体での情報収集が高め
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表62「調査結果の傾向（小さい子供有無、原子力発電所UPZ圏内／圏外）」

【原子力イメージ】 平均値 小さい子供有 子供無 UPZ 圏内 UPZ 圏外

危険 68.3 66.6 68.1 66.7 68.4

不安 58.4 56.0 56.3 63.1 58.1

複雑 37.3 39.4 33.8 32.1 37.7

信頼できない 30.0 28.8 29.3 26.2 30.3

【放射線イメージ】 平均値 小さい子供有 子供無 UPZ 圏内 UPZ 圏外

危険 72.9 79.8 66.5 63.1 73.7

不安 55.8 60.6 51.3 48.8 56.4

悪い 27.7 36.8 20.7 22.6 28.0

複雑 24.2 23.8 21.5 17.9 24.6

【関心】 平均値 小さい子供有 子供無 UPZ 圏内 UPZ 圏外

地球温暖化 54.5 52.3 55.5 57.1 54.3

放射線の人体影響 37.6 32.5 40.6 35.7 37.7

原子力施設のリスク 37.2 31.8 40.3 29.8 37.7

放射性廃棄物の処分 36.4 29.5 42.7 36.9 36.4

日本のエネルギー事情 36.3 35.1 40.3 38.1 36.2

太陽光発電の開発状況 32.6 34.1 34.3 31.0 32.7

原子力発電の安全性 30.4 25.8 31.4 34.5 30.1

【情報源】 平均値 小さい子供有 子供無 UPZ 圏内 UPZ 圏外

テレビ（ニュース） 85.8 86.1 86.4 86.9 85.8

新聞 58.2 43.0 64.7 57.1 55.2

テレビ（情報番組） 40.6 35.1 44.2 42.9 40.4

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 19.9 27.2 14.9 10.7 20.6

家族、友人、知人との会話 17.0 14.6 18.6 21.4 16.7

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 9.8 14.8 7.3 7.1 9.9

雑誌 9.6 6.6 10.5 6.0 9.9

自治体の広報紙 6.5 3.0 9.4 16.7 5.7

本・パンフレット 4.9 3.6 6.0 1.2 5.2

特にない／わからない 6.8 5.6 6.0 7.1 6.8

《Gr5：小さい子供有》

・放射線等に対する否定的な

イメージがやや高め

・原子力等の関心がやや低め

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄでの情報収集が高め

《Gr4：UPZ 圏内》

・原子力等に対する

否定的なイメージがやや低い

・事業者への信頼がやや高め

・自治体の広報紙の割合が高め
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表63「調査結果の傾向（情報収集への積極性）」

【原子力イメージ】 平均値 情報収集【高】 情報収集【中】 情報収集【低】 情報収集【無】

危険 68.3 73.7 69.5 66.4 52.6

不安 58.4 69.1 62.0 45.7 43.2

複雑 37.3 51.2 40.1 25.5 18.9

信頼できない 30.0 36.4 30.7 24.7 24.2

【放射線イメージ】 平均値 情報収集【高】 情報収集【中】 情報収集【低】 情報収集【無】

危険 72.9 79.3 74.0 72.1 54.7

不安 55.8 65.9 56.7 51.0 41.1

悪い 27.7 32.7 27.1 24.3 29.5

複雑 24.2 32.3 24.7 19.8 13.7

【関心】 平均値 情報収集【高】 情報収集【中】 情報収集【低】 情報収集【無】

地球温暖化 54.5 61.3 60.4 39.3 37.9

放射線の人体影響 37.6 51.6 39.7 25.9 21.1

原子力施設のリスク 37.2 53.5 39.9 23.1 17.9

放射性廃棄物の処分 36.4 52.5 37.9 25.5 16.8

日本のエネルギー事情 36.3 51.6 39.4 19.8 22.1

太陽光発電の開発状況 32.6 47.0 33.3 22.7 18.9

原子力発電の安全性 30.4 46.1 31.0 21.5 12.6

【情報源】 平均値 情報収集【高】 情報収集【中】 情報収集【低】 情報収集【無】

テレビ（ニュース） 85.8 88.9 89.5 78.9 71.6

新聞 58.2 66.8 61.3 33.6 44.2

テレビ（情報番組） 40.6 54.8 43.3 27.1 23.2

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 19.9 38.2 20.3 9.3 3.2

家族、友人、知人との会話 17.0 27.6 16.7 9.3 13.7

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 9.8 20.7 9.4 4.0 2.1

雑誌 9.6 19.4 9.4 3.6 3.2

自治体の広報紙 6.5 10.6 7.2 2.4 3.2

本・パンフレット 4.9 9.7 5.2 1.2 1.1

特にない／わからない 6.8 3.2 3.9 12.1 21.1

《Gr6：情報収集【高】》

・原子力等に対してはっきり

とした意見を持っている

・原子力等の関心が高い

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄでの情報収集が高め

《Gr7：情報収集【無】》

・原子力利用等に対して

「わからない」の割合が高い

・原子力等の関心が低い

・情報源はほぼﾃﾚﾋﾞ・新聞のみ
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表64「調査結果の傾向（社会性）」

【原子力イメージ】 平均値 社会性【高】 社会性【中】 社会性【低】 社会性【無】

危険 68.3 75.0 72.3 65.2 56.8

不安 58.4 71.5 60.6 58.6 37.7

複雑 37.3 48.3 40.1 34.8 24.1

信頼できない 30.0 34.9 30.5 28.4 27.2

【放射線イメージ】 平均値 社会性【高】 社会性【中】 社会性【低】 社会性【無】

危険 72.9 72.1 75.1 73.1 67.9

不安 55.8 64.0 61.0 51.3 43.8

悪い 27.7 26.7 28.1 26.9 29.6

複雑 24.2 40.7 24.1 21.8 12.3

【関心】 平均値 社会性【高】 社会性【中】 社会性【低】 社会性【無】

地球温暖化 54.5 75.6 62.3 45.7 30.2

放射線の人体影響 37.6 61.0 43.5 29.4 14.8

原子力施設のリスク 37.2 60.5 42.6 30.2 13.0

放射性廃棄物の処分 36.4 58.7 42.4 28.2 14.2

日本のエネルギー事情 36.3 60.5 40.3 28.9 16.7

太陽光発電の開発状況 32.6 54.7 36.7 24.9 15.4

原子力発電の安全性 30.4 51.2 34.3 23.1 13.6

【情報源】 平均値 社会性【高】 社会性【中】 社会性【低】 社会性【無】

テレビ（ニュース） 85.8 91.3 89.3 86.3 68.5

新聞 58.2 80.2 60.3 49.7 27.8

テレビ（情報番組） 40.6 61.6 46.7 32.5 19.1

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ 19.9 20.3 24.5 17.3 13.0

家族、友人、知人との会話 17.0 26.7 20.5 11.9 8.6

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ 9.8 9.9 10.7 9.6 7.4

雑誌 9.6 27.9 9.8 4.3 1.9

自治体の広報紙 6.5 18.6 6.6 3.6 0.6

本・パンフレット 4.9 13.4 4.7 2.8 1.2

特にない／わからない 6.8 2.3 2.8 6.1 25.3

《Gr6：社会性【高】》

・原子力等に対してはっきり

とした意見を持っている

・原子力等の関心が高い

・活字媒体での情報収集が高め

《Gr7：社会性【無】》

・原子力利用等に対して

「わからない」の割合が高い

・原子力等の関心が低い

・情報源はほぼﾃﾚﾋﾞ・新聞のみ
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（3）インタビューで得られた意見からのキーワードの抽出

調査結果より検討した「情報到達モデル」の情報が伝達されるタイミング（例：【1】事

業関係者からメディア）でどのような点がポイントとなるかを3年間（2013～2015年度）の

インタビュー結果で得られた意見よりキーワードを抽出した。そのキーワードを参考にし

て、様々なステークホルダーが活用することができ、受け手が求める情報を確実に伝える

ことができる情報発信方法を検討した。

【1】事業関係者→メディア

インタビューにおいても、メディアの影響力は大きいという意見が非常に多かった。そ

のため、どうしたらメディアに取り上げてもらえるかを検討していく必要がある。また、

メディアが情報収集する信頼性の高いサイトを設けるべきという意見があった。

（キーワード）

・メディアの影響力大

・メディアに取り上げてもらうことを意識

・インターネットの活用（根拠が確認できる信頼性の高いサイト設置）

【2】事業関係者→教育（学校）

若年層には、学校での情報提供が重要だという意見が多かった。特に、重要な施策であ

るエネルギー政策に関連する事柄については、義務教育の中で情報提供することで、無関

心層が減っていくのではないかという指摘があった。さらに、学校で情報提供すると、子

供たちから保護者に情報が波及する側面もあるため、学校で取り上げてもらうことを意識

した取り組みが重要となる。

（キーワード）

・学校で継続的に取り上げてもらうことを意識

【3】事業関係者→一般住民

事業関係者から直接、一般住民に対して様々な手段で情報発信しているが、調査結果か

らも明らかなように、情報の受け手からすると、あまり情報源として捉えられていないの

が現状である。このような状況を受け、インタビューにおいても改善を求める意見が多く

出される結果となった。

○関心を高めるきっかけ作り

問11「国や自治体にどのような取り組みを望むか」の質問に対し、「情報公開（62.8％）」

が最も多い結果であったが、情報公開する手段として「説明会の開催（9.1％）」、「施設見

学会の開催（5.8％）」と非常にポイントが低く、具体的にどのような手段で情報公開する
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ことを望んでいるのかが見えないのが現状である。

インタビューでは、そのような現状に対して、関心がないため情報を得ようとしていな

いので、関心を高めるためのきっかけ作り（例：解説付きのWebアンケート、漫画、学校で

の情報提供）が必要で、関心を持った後も能動的に情報を得ることができる経路を確保す

る必要があるという意見があった。

（キーワード）

・情報を得る意識を高めるには、関心を高めることが重要

・能動的に情報を得ることができる経路を確保する

○情報の発信者の信頼度を高めること

本調査では、低い水準ながら、「原子力の専門家 ＞ 国 ＞ 自治体 ＞ 原子力の事業者」

の順に信頼度が高いことが分かった。インタビューでは、最も上位に位置する原子力の専

門家がもっと前面に出て対話すること。また、対話の際は、丁寧な説明と正直に話す姿勢

が重要であるという意見があった。

（キーワード）

・発信者の信頼度が安心に寄与する

・原子力の専門家をもっと全面に

○エネルギー自給率や知られていない事柄を中心に情報発信

知らないことが不安につながることから、問4「原子力やエネルギーに関する事柄につい

てどの程度ご存知ですか」において認知度の低い事柄を中心に情報発信すべき。特に、日

本のエネルギー自給率に関する認知が低いという意見が多かった。また、日本のエネルギ

ー事情の認知が低い中、原子力発電の利用について判断している現状を改善していくこと

が、今、求められているという指摘があった。

本調査は、福島第一原子力発電所の事故前後で調査を実施しており、事故前から原子力

は高い水準で「危険」のイメージがあった。そのため、原子力については「危険」を払し

ょくするのではなく、「危険を管理している」ことを情報発信すべきという意見があった。

（キーワード）

・エネルギー自給率を中心に情報発信

・知らないことが不安につながる

・原子力は「危険を管理している」という視点で情報を発信すべき

・専門用語を使用せず、分かりやすい表現で説明する

・全体像や実感できる情報を発信すること
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【4】メディア→一般住民

問12「ふだん原子力やエネルギーに関する情報を何によって得ていますか」の質問に対

し、性別、年代問わず、「テレビ（ニュース）」のポイントが突出して高い結果となった。

特に、女性の50歳代（95.6％）と60歳代（94.7％）のポイントは高く、この年代のほとん

どの方は、テレビ（ニュース）を情報源としている。

インタビューでは、一般的に川内原子力発電所の再稼働のような出来事と関連する事柄

に対して関心を持つ傾向があることから、出来事に関連する事柄に関して情報発信すべき

という意見があった。突出して高い「テレビ（ニュース）」とリンクした情報発信を意識し

ていく必要がある。

また、年代などによって情報源としているメディアが異なる点や、既存の手段にとらわ

れず、受動的に得られる情報源（例：電車の液晶パネル、YouTubeの冒頭CM、テレビCM、ク

イズ番組）で情報発信すべきと指摘された。

（キーワード）

・テレビニュースは重要な情報発信方法

・社会の出来事（再稼働等）とリンクする事柄に関心を示す

・メディアを訴求対象に沿って使い分ける

・受動的に得られる情報源を活用すべき（関心のある内容）

【5】「社会性／情報収集【高】」→「社会性／情報収集【無】」

本調査では、「社会性が高い層」や「情報収集への積極性が高い層」を経由して情報発信

する手段を提案しているが、インタビューにおいても、社会性が高い層から周りの人たち

に対してどのように情報が伝わっていくのかは興味がある（口コミなのか、SNSなどを介し

てなのか）という意見があった。「家族、友人、知人との会話」が一定の割合で情報源とし

て機能している中で、どのようなタイミングで、どのような内容について会話で情報が伝

わり、波及していくのかを少しでも解明することが求められている。

（キーワード）

・社会性が高い層などから情報が波及する傾向を把握する
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5.4 情報発信方法の提案

情報到達モデルで示した情報発信の場面では、どのような情報発信方法が効果的なのか、

どのような点に配慮した方が良いのかについて、2015年調査結果やインタビューで得られ

た知見に沿って、ステークホルダーが活用することができ、受け手が求める情報を確実に

伝えることができる情報発信方法を検討した。

【1】事業関係者→メディア

問11「国や自治体にどのような取り組みを望むか」の質問に対し、「情報公開（62.8％）」

が最も多い結果であったが、情報公開する手段として「説明会の開催（9.1％）」、「施設見

学会の開催（5.8％）」と非常にポイントが低く、具体的にどのような手段で情報公開する

ことを望んでいるのかが見えないのが現状である。

また、問12「ふだん原子力やエネルギーに関する情報を何によって得ていますか」の質

問に対し、「テレビ-ニュース（85.8％）」、「新聞（55.3％）」、「テレビ-情報番組（40.6％）」、

「インターネット上のニュースサイト（19.9％）」、「家族、友人、知人との会話（17.0％）」

以外は10％未満という結果であった。つまり、上位4項目は、全てメディアを経由して情報

が届いていることが分かる。経年変化を見てもこのようなの傾向は変化していない。

現状、事業関係者から直接、情報を受ける意識が非常に低いことを改めて認識した上で、

影響力の大きい「メディア」に対してどのような情報発信をすべきかを検討する必要があ

る。

一般的にはメディアに対しては、「プレスリリース」、「記者会見」、「報道関係者対象講座」

などの情報発信手段が挙げられるが、これらの手段を継続的に実施していくとともに、イ

ンタビューで指摘されたように、国や自治体が情報発信するためにメディアを有効活用す

るなど、メディアへ積極的にアプローチしていくことが望まれる。

また、メディアが情報発信する内容をインターネット等で確認する際に利用できるイン

ターネットサイトを設けることも1つの手段として挙げられる。

【提案】

○メディアへの情報提供方法

・「プレスリリース」、「記者会見」、「報道関係者対象講座」などの継続的な情報発信

・メディアとの協力関係の構築（国や自治体の情報公開等）

・メディアが情報収集できるインターネットサイトの設置
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【インターネットサイト例】

「エネ百科」http://www.ene100.jp/

【2】事業関係者→教育（学校）

教育（学校）から情報を受ける「グループ①：10歳代」の特徴を整理する。10歳代（15

～19歳：N=72）のサンプルが少ないため、あくまでもアンケート結果によって得られた結

果によって考察する。

グループ①：10歳代

○原子力やエネルギーに関する捉え方＝自分の考えを持つに至っていない傾向がある

問6-1「今後日本は、原子力発電をどのように利用していけばよいと思いますか」の質問

に対し、10歳代は、「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ（36

.1％）」に続き、「わからない（31.9％）」のポイントが高い。他の年代と比べても最も高い

ポイントであった。

また、問6-2「原子力発電の再稼働に関するご意見についてあてはまるものがありますか」

の質問に対し、どの項目よりも「わからない（36.1％）」のポイントが高く、他の年代と比

べても突出している。

上記のいずれの質問も「わからない」と回答する割合が高く、まだ自分の意見を持つに

至っていないことが分かる。
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○情報を得ようとする意識（関心）＝関心が低い

問3「原子力やエネルギーの分野において、あなたが関心のあることはどれですか」の質

問に対し、10歳代は多くの項目で関心が低い（平均値より低い-10P）を示している。特に、

女性の10歳代は、「地球温暖化」に続く項目として「特にない／わからない」が挙がるよう

に原子力やエネルギーについて関心が低いことが分かる。

表65「原子力やエネルギー分野の関心（10歳代）」

○情報獲得行動（情報入手経路）＝教育（学校）

問12「ふだん原子力やエネルギーに関する情報を何によって得ていますか」の質問に対

し、10歳代の男性・女性ともに、「テレビ（ニュース・情報番組）」に続き、「学校（25.0％）」

のポイントが高い結果となった。「教育（学校）」は、10歳代にとって重要な情報源である

ことは間違いない。経年変化を見てもこのようなの傾向は変化していない。

表66「原子力やエネルギーに関する情報源（10歳代）」

関心が無い層には、媒体（メディア）を利用し、大衆（マス）に対して一方向的に情報

伝達（プッシュ）する「プッシュ型」情報提供が好ましいが、この手法は発信する内容が

「浅い」内容となってしまう。

そのため、受動的で、原子力やエネルギーの関心が低く、まだ自分の考えを持つことが

できていない10歳代に対しては、教育（学校）で原子力・エネルギー問題の全体像を把握

できるような情報を伝えることで、少しでも「わからない」の割合を減らしていくことが

重要である。

また、インタビューにおいて、10歳代に情報提供すると、保護者世代に情報が波及する

効果があるとの指摘があった。10歳代には断片的な情報提供ではなく、学校の授業等で情

TOP1 TOP2 TOP3 TOP4 TOP5

地球温暖化

50.0

地球温暖化 日本のエネルギー事情 原子力施設のリスク

省エネルギー

52.8 27.8 25.0

放射線の人体影響

特にない／わからない

33.3

10歳代

【女性】

10歳代

【男性】

放射線の人体影響 原子力発電の安全性

化石燃料の消費 原子力施設のリスク

原子力発電の再稼働

25.0 19.4

TOP1 TOP2 TOP3 TOP4 TOP5 TOP6

テレビ（ニュース） テレビ（情報番組） 学 校 特にない／わからない 新 聞 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上のﾆｭｰｽｻｲﾄ

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝのﾆｭｰｽｱﾌﾟﾘ

77.8 30.6 25.0 19.4 16.7 13.9

テレビ（ニュース） テレビ（情報番組）

75.0 30.6

10歳代

【女性】

新 聞 特にない／わからない

学 校 家族、友人、知人との会話

25.0 19.4

10歳代

【男性】
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報提供することで、「家族、友人、知人との会話」で保護者に情報が波及する可能性が高い

と考えられる。そのため、保護者世代への情報の波及を意識して情報を発信することが望

ましい。

教育（学校）で若い世代にバランスのとれた的確な情報を提供するには、やはり学校の

教員による情報発信が不可欠である。学習指導要領の範囲内で原子力やエネルギーに関し

てどのように授業等に扱っていくかは、教育現場のニーズを細かくヒアリングし、学校の

教員が授業等で活用しやすい支援体制を整える必要がある。授業等に原子力・エネルギー

分野を取り入れてもらうためには、教員の関心を高めるアプローチが重要で、施設見学会

や勉強会等で授業等の参考となる情報を提供することも1つの手段として挙げられる。また、

学校の教員が授業等で活用できるコンテンツを提供するインターネットサイトの設置も学

校からの情報提供をサポートする重要な役割を担うと考えられる。

【提案】

○教育（学校）への情報発信方法

・学校教員のニーズに沿った支援体制

・学校教員の関心を高める情報提供を実施

・教員が活用しやすいインターネットサイトの設置

・原子力・エネルギー問題の全体像を把握できるような情報を伝える

・保護者への情報の波及を意識して情報を発信する

【教育（学校）への情報提供例】

「全国の生徒・教育職員等を対象に無料で専門家を派遣します」／「エネ百科」

教育コンテンツも拡充中
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【3】事業関係者→一般住民

問12「あなたは、ふだん原子力やエネルギーに関する情報を何によって得ていますか」

の回答結果より、事業関係者からの情報を情報源と捉えている項目（10ポイント以上）を

ピックアップした。

・自治体の広報紙

70歳代（15.3％）、原発UPZ圏内（16.7％）、知識【高】（13.6％）、

社会性【高】（18.6％）、情報収集【高】（10.6％）

・本・パンフレット

知識【高】（19.7％）、社会性【高】（13.4％）

事業関係者からの情報発信の中でも、低い水準ではあるが、「ブッシュ型」（※）に属す

る「自治体の広報紙」、「本・パンフレット」が挙げられ、どちらも知識【高】／社会性【高】

などの情報収集に対して積極的な層のみが情報源としていることが分かる。特に、「自治体

の広報紙」は、70歳代やUPZ圏内の情報源とされている。

一方で、「プル型」（※）に属する「国、自治体のホームページ」、「原子力事業者、研究

機関等のホームページ」のポイントは非常に低く、あまり情報源として考えられていない

ことが分かる（知識【高】は、平均値と比べ、やや高い傾向がある）。

※「プッシュ型」（例：テレビ、新聞）

媒体（メディア）を利用し、大衆（マス）に対して一方向的に情報伝達（プッシュ）する方法

※「プル型」（例：インターネット検索）

必要な情報をユーザーが能動的に取得（プル）する方法

表67「原子力やエネルギーに関する情報源」

N 1200 596 604 72 149 194 214 182 219 170 302 382 84 1116 132 465 328 275 172 469 394 162 217 639 247 95

自治体の広報紙 6.5 6.5 6.5 1.4 2.0 2.6 4.7 6.6 9.6 15.3 3.0 9.4 16.7 5.7 13.6 6.9 5.8 3.3 18.6 6.6 3.6 0.6 10.6 7.2 2.4 3.2

事業者の広報紙 1.9 2.5 1.3 - - 1.0 1.4 2.7 3.2 3.5 1.7 2.4 7.1 1.5 5.3 2.6 0.9 0.4 5.8 2.3 0.5 - 3.7 2.0 0.8 -

本・パンフレット 4.9 6.0 3.8 6.9 2.7 3.1 2.3 6.0 7.3 7.1 3.6 6.0 1.2 5.2 19.7 5.4 1.5 1.1 13.4 4.7 2.8 1.2 9.7 5.2 1.2 1.1

国、自治体のHP 2.8 4.2 1.5 1.4 1.3 2.6 1.9 3.3 4.6 3.5 2.0 2.9 1.2 3.0 8.3 2.6 2.7 0.7 5.2 3.4 1.8 0.6 3.7 3.4 1.2 -

原子力事業者、

研究機関等のHP
1.6 2.9 0.3 - 1.3 2.1 1.9 1.6 2.3 0.6 2.3 1.3 - 1.7 7.6 1.7 - 0.4 1.2 2.3 1.0 0.6 3.2 1.4 0.8 -

イベント型
講演会・説明会・

ｾﾐﾅｰ等のｲﾍﾞﾝﾄ
2.0 1.7 2.3 - - 0.5 0.5 2.7 4.6 4.1 0.3 2.6 2.4 2.0 5.3 2.2 1.8 0.4 7.0 2.1 0.5 - 3.7 2.0 1.2 -

注)全体より5Ｐ以上高い→「赤字」、10Ｐ以上高い→「黄色セル」、5Ｐ以下低い→「青字」、10Ｐ以上低い→「青色セル」

問12．あなたは、ふだん原子力やエネルギーに関する情報を何によって得ていますか。次の中からあてはまるものをすべてお選びください。（○はいくつでも）

全体

性別 年代別 子供の有無別 UPZ圏内・圏外 知識の程度別 社会性の程度別 情報収集積極性

原発

UPZ

圏内
男 性女 性 １０代 ２０代 ３０代

積極

性無

社会

性中

社会

性低

社会

性無

積極

性高

積極

性中

積極

性低

社会

性高

子供

なし

事業関係者

プッシュ型

プル型

原発

UPZ

圏外

知識

高

知識

中

知識

低

知識

無
４０代 ５０代 ６０代 ７０代

小さい

子供

あり
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グループ⑤：UPZ圏内

○原子力やエネルギーに関する捉え方（イメージ）＝否定的なイメージがやや低い

原子力のイメージでは、「複雑」のポイントが平均値より低く、放射線のイメージでは、

「危険」、「不安」、「悪い」、「複雑」のポイントが平均値より低い結果であった。全体的に

否定的なイメージがやや低い傾向がある。

○情報を得ようとする意識（信頼）＝事業者への信頼がやや高め

問13「原子力やエネルギーに関する情報について、どのような人や組織の発言を信頼し

ますか」の質問に対し、UPZ圏内は、「専門家（大学教員・研究者）」、「IAEA、OECDなどの国

際機関」に続き、「原子力関係者（電力会社・メーカー）（22.6％：全体より+5.7P高い）」

のポイントがやや高い結果となった。また、前回の「原子力の事業者」の信頼を問う質問

では、「信頼できる」のポイントが高い傾向があった。このようにUPZ圏内は、「原子力の事

業者」への信頼がやや高いことが分かる。

○情報獲得行動（情報入手経路）＝自治体の広報紙での情報収集が高め

問12「ふだん原子力やエネルギーに関する情報を何によって得ていますか」の質問に対

し、UPZ圏内は、「テレビ（ニュース・情報番組）」、「新聞」、「家族、友人、知人との会話」

に続き、「自治体の広報紙（16.7％：全体より+10.2P高い）」のポイントが高く、「インター

ネット上のニュースサイト（10.7％）」より高い結果であった。経年変化を見てもこのよう

な傾向は変化していない。

このようにUPZ圏内は、「自治体の広報誌」で地元の情報について情報収集する意識が高

く、原子力や放射線についても、否定的なイメージが低いため、UPZ圏内に対しては、マス

メディアによる情報提供と平行して、地域ごとの小さな範囲で発信する自治体の広報誌や

地元のコミュニティ誌を積極的に活用し、地元の情報を定期的に発信することが重要であ

る。また、原子力の事業者に対しては、比較的、信頼している割合が高いため、事業者の

専門性を全面に出して直接説明することや、事業者の広報誌等で情報発信することも有効

である。

グループ⑦：情報獲得行動／社会性【高】

○原子力やエネルギーに関する捉え方＝はっきりとした意見を持っている

社会性が高い層と情報収集への積極性が高い層は、原子力に対するイメージやベネフィ

ットやリスク、原子力発電の再稼働に対して、肯定的、否定的の双方ではっきりとした意

見を持っている傾向がある。
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○情報を得ようとする意識（関心）＝関心が高い

社会性が高い層と情報収集への積極性が高い層は、原子力やエネルギーに関する知識が

高い。「二酸化炭素は地球温暖化の原因となる温室効果ガスの一つである」、「私たちは宇宙

や大地、大気や食物から常に自然の放射線を受けている」、「電力を安定的に供給するため、

さまざまな発電方式を組み合わせて発電されている」、「放射線は医療・工業・農業等さま

ざまな分野で利用されている」は、25％以上が「よく知っている」と答えており、他の層

との差も大きい。これは、普段から原子力・放射線・エネルギー分野に関心を持ち、原子

力の専門的な情報を入手していること持って、やや専門的な原子力に関する情報も入手し

ている。

○情報獲得行動（情報入手経路）＝社会性【高】活字媒体、情報収集【高】ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

社会性が高い層は、原子力・放射線・エネルギー分野に関し、積極的に情報収集してい

る。「テレビ（ニュース）」のような一般的な情報源からの情報収集は、他の層との差はあ

まり見られないが、「新聞」だけでなく、「自治体の広報紙」、「本・パンフレット」などの

活字媒体を通じて情報収集している。

情報収集への積極性が高い層は、原子力・放射線・エネルギー分野に関し、積極的に情

報収集している。「テレビ（ニュース）」や「新聞」のような一般的な情報源からの情報収

集は、他の層との差はあまり見られないが、インターネットを通じて情報収集している。

このように社会性が高い層と情報収集への積極性が高い層は、原子力やエネルギーへの

関心が高く、事業関係者からの情報をはじめ、多様な情報源から情報を収集し、原子力に

対して肯定的、否定的の双方で、はっきりとした意見を持っている層であり、周囲へ影響

を与える可能性が高い。

そのため、情報や意見の発信を期待できる社会性が高い層と情報収集への積極性が高い

層に対して継続的に情報提供することが重要である。さらに、情報提供した結果のフィー

ドバックを得ることで、その情報を基に社会性が高い層と情報収集への積極性が高い層か

ら情報が波及していく手段を検討して情報発信することが望まれる。

【提案】

○事業関係者から「一般市民／社会性【高】／情報収集【高】」への情報提供方法

【UPZ圏内】

・自治体の広報紙を有効活用

・事業者の専門性を全面に出して説明

【社会性【高】／情報収集【高】】

・社会性が高い層と情報収集への積極性が高い層に対して継続的に情報提供する

・社会性が高い層と情報収集への積極性が高い層から情報が波及していく手段を検討
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【4】メディア→一般住民

メディアから情報を受ける以下のグループの特徴を整理する。

グループ②：20～40歳代

○原子力やエネルギーに関する捉え方＝自分の考えを持つに至っていない傾向がある

問6-1「今後日本は、原子力発電をどのように利用していけばよいと思いますか」の質問

に対し、20～40歳代は、「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止していくべきだ

（46.3～41.6％）」に続き、「わからない（28.0～29.5％）」のポイントが高い。高齢層と比

べて高い傾向がある。

また、原子力・放射線・エネルギーについてのベネフィットやリスク認知の回答結果を

みると、「どちらともいえない」という回答が多い傾向がある。

○情報を得ようとする意識（関心）＝関心はやや低め

20～40歳代は、平均値と比べて原子力やエネルギーの関心がやや低い傾向がある。関心

の高い項目は、「地球温暖化」が最も高く、男性は「日本のエネルギー事情」が続き、女性

は、「放射線による人体への影響」が続く傾向がある。特に、20～40歳代（女性）は、上位

に「特にない／わからない」が入り、関心が低いことが分かる。

○情報獲得行動（情報入手経路）＝インターネットでの情報収集が高め

20～40歳代は、日頃の情報源として、「テレビ（ニュース・情報番組）」、「新聞」に続き、

「インターネット上のニュースサイト」や「スマートフォンのニュースアプリ」のような

インターネット利用のポイントが他の年代に比べて高い傾向がある。特に、男性の方がそ

の傾向が見られる。経年変化を見てもこのような傾向は変化していない。

20～40歳代は、原子力やエネルギーの関心が低い傾向があるため、「テレビ（ニュース・

情報番組）」、「新聞」のような「プッシュ型」の情報提供の活用を重視している。

一方で、他の年代に比べ、「プル型」のインターネットを利用した情報収集のポイントも

高いため、情報を取得（プル）しようと思う関心を高める工夫が必要である。

20～40歳代は、問14「参加してみたい原子力やエネルギーに関するイベント」の質問に

対し、「あてはまるものはない（57.7～67.5％）」と最も回答した年代である。仕事や育児

などで情報収集に対して時間を掛けることができない年代であることが分かる。

そこで、「プッシュ型」と「プル型」を組み合わせた情報提供方法が考えられる。まず、

出来事（再稼働等）と関連した事柄やエネルギー自給率などのあまり知られていない事柄

を中心に「プッシュ型」の情報提供で関心を高め、インターネット検索などの「プル型」

の情報収集に誘導する手段が有効だと考えられる。関心を高める「プッシュ型」の例とし

て、電車の液晶パネル、YouTubeの冒頭CM、テレビCM、クイズ番組、解説付きのWebアンケ

ート、漫画などが挙げられる。
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グループ④：50～70歳代

○原子力やエネルギーに関する捉え方＝原子力に対して否定的なポイントが高め

問6-1「今後日本は、原子力発電をどのように利用していけばよいと思いますか」の質問

に対し、50～70歳代は、他の年代と比べ「原子力発電をしばらく利用するが、徐々に廃止

していくべきだ（47.3～56.6％）」と「原子力発電は即時、廃止すべきだ（17.4～21.2％）」

が高い傾向がある。

○情報を得ようとする意識（関心）＝関心が高い

50～70歳代は、平均値と比べて原子力やエネルギーの関心が高い傾向がある。関心の高

い項目は、「地球温暖化」が最も高く、男性は「日本のエネルギー事情」、「原子力施設のリ

スク」が続き、女性は、「放射線による人体への影響」、「放射性廃棄物の処分」が続く傾向

がある。

○情報獲得行動（情報入手経路）＝活字媒体での情報収集が高め

50～70歳代は、日頃の情報源として、「テレビ（ニュース」に続き、「新聞」のポイント

が高く、他の年代と比べて「雑誌」のポイントも高い傾向があり、活字媒体での情報収集

のポイントが高めである。特に、男性の方がその傾向が見られる。

一方で、インターネットの利用のポイントは他の年代に比べて低い傾向がある。

50～70歳代は、「テレビ（ニュース）」のポイントが高い傾向がある（特に、女性の50～

60歳代）。そのため、「テレビ（ニュース）」での情報提供を重視すべきである。また、他の

年代と比べて「新聞」、「雑誌」のポイントも高い傾向があり、活字媒体での情報発信も有

効だと考えられる。

このような「プッシュ型」の情報発信は、圧倒的な情報伝達力はあるものの、紙面の原

稿量には限度があり、どうしても「広く浅い」内容となってしまう特徴がある。そこで、「プ

ッシュ型」と「イベント型」を組み合わせた情報提供方法が考えられる。この年代は、自

ら積極的に情報収集しており、施設見学会や講演会などのイベントへの参加意欲がやや高

い傾向があるため、活字媒体での「プッシュ型」の情報提供を行うと同時に、イベントで

じっくり時間を掛けて説明することが重要だと考える。多様な情報源から情報収集し、自

分の意見を持っている年代のため、イベントで意見交換し、自分の意見との相違を確認す

る必要がある。
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グループ⑥：小さい子供あり

本調査では、0～14歳の小さい子供を持つ層に関しても分析を行った。小さい子供ありの

層は、20～40歳代を中心に分布しているため、基本的に「グループ②：20～40歳代」と同

じような傾向を示している。

図37「小さい子どもあり層の分布（性別・年代）」

○原子力やエネルギーに関する捉え方＝放射線の否定的なイメージがやや高め

放射線のイメージでは、「危険」、「悪い」、「役に立つ」のポイントがやや否定側に傾く傾

向がある。

○情報を得ようとする意識（関心）＝関心はやや低め

小さい子供あり層は、平均値と比べて原子力やエネルギーの関心がやや低い傾向がある。

○情報獲得行動（情報入手経路）＝インターネットでの情報収集が高め

小さい子供あり層の日頃の情報源は、全体の傾向「テレビ（ニュース）」＞「新聞」＞「テ

レビ（情報番組）」＞「インターネット上のニュースサイト」と同じだが、他の層と比べる

と、「新聞」と「テレビ（情報番組）」が低く、「インターネット上のニュースサイト」がや

や高い傾向がある。

小さい子供あり層は、原子力やエネルギーの関心がやや低い傾向があるため、「テレビ（ニ

ュース・情報番組）」、「新聞」のような「プッシュ型」の情報提供の活用を重視することが

望まれる。

一方で、他の層に比べ、「プル型」のインターネットを利用した情報収集のポイントも高

いため、情報を取得（プル）しようと思う関心を高める工夫が必要である。

小さい子供あり層は、問14「参加してみたい原子力やエネルギーに関するイベント」の

質問に対し、「あてはまるものはない（63.6％）」のポイントが高く、育児などで情報収集

に対して時間を掛けることができない層であることが分かる。
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そこで、「プッシュ型」と「プル型」を組み合わせた情報提供方法が考えられる。小さい

子供あり層は、「子供たちや将来の世代への放射能や放射線の影響はゼロにしてほしいと思

う（58.6％）」のポイントが高いため、、 「プッシュ型」で子どもへの影響に対する不安、

疑問に答えるような情報を提供し、さらに、インターネット検索などの「プル型」で、い

つでも疑問を確認できるようなサイトを設ける手段が有効だと考えられる。

グループ⑧：情報獲得行動／社会性【無】

社会性がない層、情報収集への積極性がない層に対する情報提供方法について考察する。

○原子力やエネルギーに関する捉え方＝自分の考えを持っていない傾向がある

問6-1「今後日本は、原子力発電をどのように利用していけばよいと思いますか」の質問に

対し、社会性がない層と情報収集への積極性がない層は、「わからない（38.9～50.5％）」

のポイントが最も高い。

○情報を得ようとする意識（関心）＝関心が低い

問3「原子力やエネルギーの分野において、あなたが関心のあることはどれですか」の質

問に対し、社会性がない層と情報収集への積極性がない層は、「特にない／わからない」の

ポイントが最も高い。「特にない／わからない」に続く項目として「地球温暖化」、「日本の

エネルギー事情」、「放射線による人体の影響」が挙げられる。

図38「原子力やエネルギー分野の関心」×「社会性【無】／情報収集【無】」
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○情報獲得行動（情報入手経路）＝情報源はほぼテレビ、新聞のみ

社会性がない層と情報収集への積極性がない層の日頃の情報源は、「テレビ（ニュース）」、

「新聞」、「テレビ（情報番組）」の3つに絞られると言える。

図39「原子力やエネルギーに関する情報源」×「社会性【無】／情報収集【無】」

このような社会性がない層と情報収集への積極性がない層に対しては、テレビ、新聞な

どのマスメディアを介した情報提供を有効活用するしかない。また、原子力や放射線、エ

ネルギーに関する関心は全体的に低いが、その中でも比較的、関心のポイントが高い「地

球温暖化」、「日本のエネルギー事情」、「放射線による人体の影響」と絡めて情報提供する

ことが有効である。

【提案】

○メディアから一般住民への情報提供方法

【20～40歳代・小さい子供あり】

・「プッシュ型」の情報提供の活用を重視

・情報を取得（プル）しようと思う関心を高める工夫が必要

・「プッシュ型」と「プル型」を組み合わせた情報提供方法

【50～70歳代】

・「テレビ（ニュース）」での情報提供を重視すべき

・活字媒体での情報発信が有効

・「プッシュ型」と「イベント型」を組み合わせた情報提供方法

【社会性【無】／情報収集【無】】

・テレビ、新聞などのマスメディアを介した情報提供を活用

・「地球温暖化」、「日本のエネルギー事情」、「放射線による人体の影響」と絡めて情報提供
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【小さい子供あり層へ向けた情報発信例例】

・パンフレット「教えて！気になる放射線」

・パンフレット「おかあさんの「？」に答える

たいせつな放射線の話

【5】社会性／情報収集【高】→社会性／情報収集【無】

社会性がなく、情報収集への積極性がない層に対して情報を伝えることは非常に難しい

ため、社会性が高い層や情報収集への積極性が高い層を経由して情報を発信していく必要

があるだろう。課題としては、そのような情報の波及に関して、どのようなタイミングで、

どのような内容について会話やインターネット等で情報が伝わり、波及していくのかを少

しでも把握することが求められるであろう。

【提案】

○社会性／情報収集【高】→社会性／情報収集【無】

・明確な意見や考えなどを発信できる社会性が高い層や情報収集への積極性が高い層を

経由して情報を発信

・情報の伝わり方（波及）を少しでも把握すること
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5.5 今後の世論調査について

2015 年度調査を実施する中で、次年度への改善点や調査結果の公表などの今後の世論調

査についての意見を整理した。

（1）次年度への改善項目について

本調査の調査結果の分析・評価を行い、結果の妥当性、活用方法等について検討するた

めに設置した委員会や様々な分野へのインタビュー調査で得られた調査票等の改善項目に

ついて整理した。

【全体に関わる事項】

 質問文によって、回答傾向は大きく変化する。多様な意見を吸い上げられるような質

問項目を設計する必要があるだろう

 原発立地地域における訪問留置調査が行えると望ましい。さらに言うならば、立地自

治体と 30キロ圏内、消費地とでは温度差があると思われるので、それぞれの地域で訪

問留置調査を行えば、より様々な知見が得られるのではないだろうか。

表 68「調査全体に対する主な意見」

 このような調査の結果を細かく聞いたのは初めてだったので、勉強になった。広報の効果は定量的に

示されることが少ないので、こういった結果を今後の施策に活用していきたい。

 レファレンス先として、世論調査は重要だと考えている。

 原子力全般について、ここまで踏み込んだ調査はなかなかないと思う。有意義な調査だと思う。興味

深い調査結果だった。今後も経年変化を追ってほしい。

 この調査は、原子力に限らず、様々な項目のデータがそろっているので、貴重なデータだと思う。今

後、変な情報に踊らされないようにしていきたい。

 電力会社が、このような統計データを活用しきれているのかどうかが心配だ。

 世間の大多数の人は、よく分かっていないのに、とにかく反対、という人が多いと思う。今回の調査

結果にもそれが現れていた。

 「わかりやすい」「わかりにくい」のポイント差が、今の原子力の状況を物語っていると思う。原子

力以外の分野でも、よく分からないが恩恵を得ているものは多いと思う。

 世の中の多くの人は、簡単なことは知っているが、難しいことは知らない。何かきっかけがあれば、

詳しく知りたいと思う人が出てくるかもしれない。Web での分量少なめのアンケートを実施し、その

中に解説もついていれば、そこから関心を持つ人もいるかもしれない。

 参加してみたいイベントで、「あてはまるものがない」が多いのは衝撃だった（問 14）。自分から勉強

したくはないのに、「なんとなく反対」という人が多いのではないか。なんとなくの「意見」と、根

拠に基づく「オピニオン」とを区別して考えていく必要があると感じた。

 Web 調査の回答者は、賛成・反対の確固たる意見を持った方が多いと予想していたが、実際は、比較

的標準的な回答だった。

 質問文によって、回答傾向は大きく変化する。多様な意見を吸い上げられるような質問項目を設計す

る必要があるだろう（例えば、「利用」「廃止」の両極端ではなく、条件を付けた選択肢を用意すると

国民の考えがよく分かる。実際のエネルギー環境政策は原子力だけのことを考えて決定できないの

で。例えば、「電気代が 3割上昇しても廃止する」という選択肢を用意するなど）。
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 予算の関係もあると思うが、原発立地地域における留置調査が行えると望ましい。さらに言うならば、

立地自治体と 30 キロ圏内、消費地とでは温度差があると思われるので、それぞれの地域で留置調査

を行えば、より様々な知見が得られるのではないだろうか。

【各設問に対して】

問 5（今後、どのようなエネルギーを利用していけばよいか）

→「メタンハイドレード」「シェールガス」「シェールオイル」などを追加してはどうか。

問 6-1（今後、原子力発電をどのように利用していけばよいか）

→「東日本大震災以前の状況を維持」と「しばらく利用するが徐々に廃止」の間として、「安

全が確認された原発は再稼働すべきだ」という選択肢を追加してはどうか。

→「技術的に安全性が確保できるならば、利用してもよい」という選択肢を追加してはど

うか。

→「しばらく利用するが、徐々に廃止」の対として、「一度廃止して、安全を確保してから

利用する」という選択肢を追加してはどうか。

→「しばらく利用するが」の「しばらく」の期間が分かるような質問を設けてはどうか。

→「震災以前の状況を維持」という選択肢があるならば、「震災以後の新規則に適用して、

維持する」という選択肢があってもいいのではないか。

→「利用」「廃止」の両極端ではなく、条件を付けた選択肢を用意すると、国民の考えがよ

く分かる（実際のエネルギー環境政策は原子力だけのことを考えて決定できないため）。

例えば、「電気代が 3 割上昇しても廃止する」という選択肢を用意するなど。

問 6-2（再稼働に対する態度）

→「原子力規制委員会は厳格な審査を行っていると思う」という選択肢を追加してはどう

か。

問 8（原子力発電のリスク認知-放射性廃棄物処分）

→なぜ、不安なのかを分析できるようにしたらどうか。

現状、高レベル放射性廃棄物への不安、高レベル放射性廃棄物の処分先が決まらないこ

とへの不安、立地選定プロセスへの不安、地層処分の方法に対する不安、天災の影響を

受けることへの不安など、さまざまな不安要素が混在しているため。

問 10-1（原子力の専門家の信頼）

→「原子力の専門家」にもいろいろな方がいる。原子力に直接関係がない「原子力の事業

者」もいる。この設問は、曖昧な聞き方になっていると思う。例えば、「規制委員会の委

員」を対象にしてもいいかもしれない。
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問 11（国や自治体に望む取り組み）

→情報公開のポイントが高いが、説明会等での説明については望まれていないという結果

となっているため、どのような情報公開の方法が望まれているのかを聞く必要がある。

問 12（情報源（メディア））

→能動的に獲得しなければいけない情報源と、受動的に得られる情報源とを分けて分析し

てみてはどうか。テレビやラジオは点けっぱなしにしていれば情報が流れてくる。新聞

や雑誌は自ら読まなければいけない。（「インターネット」は、能動的に獲得しなければ

いけない媒体だが、バナーなどもあるので、分類が難しい）

問 1（情報収集や行動について）

→インターネットに関する選択肢が 7 個と多く、インターネットを利用した情報収集にや

や偏っているため、選択肢のバランスを調整する必要がある。

307



（2）世論調査結果の公開について

インタビュー調査において、「インタビューで世論調査結果の説明を受けたことで、エネ

ルギー・原子力に関してとても勉強になった」という意見があった。本調査結果を周知す

ることが原子力の知識普及活動につながることを確認した。今後も引き続き、本調査結果

を当財団のホームページで公開するほか、国、自治体、事業者、専門家、報道機関、関係

機関など、様々な団体等に対して積極的に情報提供していく。

また、当財団が実施する様々な事業で発表することにより、原子力の知識普及活動など

に携わるステークホルダーの方々に、広く活用していただけるように努めていく。

特に、本調査に関心を示すフランス電力などとの会合を継続的に実施することで、調査

結果の海外へ向けた発信にもつなげていきたい。

なお、2015年度は、委員などにより2014年度調査結果を外部へ向けて情報発信している。

表69「2014年度調査結果の情報公開」

【メディアでの紹介】

・産経新聞（2015年3月31日掲載）、フジサンケイビジネスアイ（2015年4月13日掲載）

「今後、日本はどのように原子力を利用していけばよいと思いますか」の結果を掲載

【学会等で紹介】

・日本エネルギー環境教育学会（第10回全国大会in京都教育大）：2015年8月

発表資料で引用

・日本原子力学会誌（vol.57,No.11;19-23 (2015)）

「原子力を取り巻く世論の状況と情報提供のあり方についての考察」

・日本放射線安全管理学会（第14回学術大会）：2015年12月

「全国定点世論調査に基づく放射線利用等に関する国民意識の変遷とその要因分析」

・電気学会全国大会：2016年3月（予定）

「社会性尺度と原子力利用に関する態度 原子力利用に関する世論調査から」

・The 14th International Consress on Radiological Protection (IRPA-14)（南アフリ

カケープタウン）：2016年5月（予定）

「Transition of Public Awareness and Its Factor Analysis Concerning Nuclear Energy

and Radiation Application Based on Japanese Nationwide Fixed-Points Poll」

【海外へ向けて情報発信】

・フランス電力（EDF）：2015年11月

・韓国水力原子力発電 （KHNP）：2015年12月

「Transition of Public Awareness and Its Factor Analysis Concerning Nuclear Energy

and Radiation Application Based on Japanese Nationwide Fixed-Points Poll -Based

on The Newest Data of FY2014」
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5.6 委員からのコメント①

東京大学 環境安全本部

飯本 武志

準備段階のプロジェクト調査を含めると、この世論調査は本年度で 10 回目、東京電力・

福島第一原子力発電所の事故後 5 回目となりました。昨年に引き続き、大きな転機を経験

した以降のさまざまな視点での継続性、さらなる変化の確認に調査の視点がおかれ、昨年

度に引き続き、社会性の高低を軸とした調査結果の分析がなされています。

これまでの成果をより多くの関係者と共有することが貴重なデータの有効活用につなが

るものと考え、本年度から成果の公表に関する活動を強化しました。

＜解説＞

―原子力を取り巻く世論の状況と情報提供のあり方についての考察；日本原子力学会誌

vol.57,No.11;19-23 (2015)

＜講演＞

―Transition of Public Awareness and Its Factor Analysis Concerning Nuclear Energy

and Radiation Application Based on Japanese Nationwide Fixed-Points Poll -Based

on The Newest Data of FY2014；韓国水力原子力会社特別専門講演会（韓国ソウル）；平

成 27年 12 月７日；招待講演

―社会性尺度と原子力利用に関する態度-原子力利用に関する世論調査から；平成 28 年電

気学会全国大会（東北大学）；平成 28 年３月 18日；企画セッション講演（予定）

＜学会発表＞

―全国定点世論調査に基づく放射線利用等に関する国民意識の変遷とその要因分析；日本

放射線安全管理学会（筑波大学）；平成 27年 12 月３日；ポスター発表

―Transition of Public Awareness and Its Factor Analysis Concerning Nuclear Energy

and Radiation Application Based on Japanese Nationwide Fixed-Points Poll；The 14th

International Consress on Radiological Protection (IRPA-14)（南アフリカケープタ

ウン）；平成 28年５月 10日；ポスター発表（予定）

＜その他＞

―フランス電力 Witkowaski 氏（Research Manager）来日（東京大学）；平成 27 年 11 月 11

日；ヒアリング

韓国水力原子力会社からの講演の招待やフランス電力からのヒアリングなど、本世論調

査に対して国際的な視点での高い関心と評価をいただいていることに、プロジェクトの当

初より関与させていただいている者として、大変うれしく思っています。定点調査の継続
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的な実施と共に、その成果を積極的に、かつ継続的に公表しつづけることの重要さを再認

識しています。次年度以降も成果公開についての積極的な取り組みと支援を期待します。

また、これまで蓄積してきたデータを過去にさかのぼって見直し、分析を試みる時期で

もあると考えます。アンケートの収集と集計方法に関する合理化、モデルの見直しも含め、

新たな視点での検討も開始できれば、経年・定点調査の軸を守りつつ、より深い議論と理

解が可能となるでしょう。

例年のことではありますが、非常に短い期間で、大変、情報量の多い有益な成果をとり

まとめ、上手に考察を整理された（一財）日本原子力文化財団企画部担当者各位に、敬意

を表します。
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5.6 委員からのコメント②

明治学院大学 法学部

川上 和久

今年の調査でも、「社会性尺度」を態度要因として尋ね、「情報獲得行動」も加えたが、「社

会性の高さ」と「情報獲得への積極性」が相関している傾向が随所に見られた。

社会性が高い層も情報収集が高い層でも、「原子力のイメージ」で「危険」、「不安」とい

ったネガティブなイメージが相対的に強いが、一方で「役に立つ」「必要」といったポジテ

ィブなイメージでも相対的に比率が高い。「放射線のイメージ」では、原子力のイメージほ

ど明確な差が出ていない項目が「悪い」であり、それ以外では、「役に立つ」「不安」など、

良いイメージ、悪いイメージともに社会性が高い層・情報収集が高い層で比率が高い傾向

が見られた。原子力やエネルギーの分野についての関心も、社会性が高い層・情報収集が

高い層で高い傾向が見られた。

原子力発電の再稼働に対する考え方では、社会性が高い層・情報収集が高い層では「わ

からない」とする回答が少なく、はっきりとした態度を有しているのが目立った。

今後、利活用していくべきエネルギーについても、多くの項目で社会性が高い層・情報

収集が高い層のポイントが高かった。

原子力についての国への信頼では、社会性が高い層・情報収集が高い層でともに、「どち

らともいえない」の比率が低く、「信頼できる」「信頼できない」にはっきりと態度が分化

している傾向がみられる。

今回の調査からも、社会性の高い層は、原子力･エネルギー問題に関する積極的な情報収

集の結果、現在のところは、ネガティブな態度の方が多いが、原子力・エネルギー問題に

ついて、ポジティブ・ネガティブに分化した態度を持っている比率が高いことが読み取れ

る。

社会性が高い層は、情報収集し、態度形成した結果を情報発信する可能性が高い。社会

性が高い層は、オピニオンリーダー的に周囲との会話や、場合によってはブログやＳＮＳ

を通した発信も含め、情報発信にも積極的で、社会性が高い層への情報発信をより意識す

る必要を今回の調査結果も示している。

原発再稼働をめぐって、現在､新聞をはじめ、世論が割れている。それに加えて、今後は

高レベル放射性廃棄物の最終処分場の問題も頻繁に争点として浮上する可能性がある。「多

様な観点がある」ことを、「社会性が高い層」に意識してもらうような情報提供がますます

求められる。

「多様な観点の提供」と、「偏った情報に基づく一方的判断の排除」のために、客観的な

知識を提供するパブリシティの技法を洗練させ、社会性が高い層に情報欲求にこたえるこ

とが、ますます求められよう。
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5.6 委員からのコメント③

特定非営利活動法人 パブリック・アウトリーチ

木村 浩

今年度の調査結果の概要を簡単に言うならば、前年度の調査の傾向とそれほど大きな差

が見られないということだろう。ただし、今年度の調査は 2015 年 10 月の実施であり、2015

年 8 月の川内原子力発電所の再稼動の影響を少なからず受けていると思われる。例えば、

問 1 における原子力に対するイメージについて、「危険」「不安」「信頼できない」等のポイ

ントが高くなっている。これは「不安」そのものが高まったというよりも、川内原子力発

電所の再稼動に伴い、原子力についてメディアでの露出が増えたことによって、前年度調

査よりも関心が高まったため、選択されやすくなったと解釈するのが妥当だろう。

さて、今年度の調査は、従来どおりの割当留置調査に加えて、全国を対象とした Web 調

査、および、薩摩川内地域を対象とした Web 調査も同時に実施された。これは、川内原子

力発電所の再稼動による原子力の認識について、全国と薩摩川内地域との比較を行うため

に企画されたものである。この結果は、報告書本編の中で述べられているだろう。しかし、

割当留置調査と Web 調査との比較も興味深いため、ここではそれを簡単に紹介したい。

Web 調査は、一般的にインターネットモニターへの調査になる。インターネットモニター

の情報獲得行動（情報収集や行動・問 1）を見てみると、「毎日 1 時間 30 分以上パソコンで

インターネットをする」「週に 5つ以上メルマガ配信を受けている」の項目は、割当留置調

査と Web 調査とで、大きな差がある（インターネット調査の方が、選択率が圧倒的に大き

い）。また、「スマートフォン」の活用には大きな差がない。インターネットモニターは、

PC でインターネットをよく用いる層だということがわかる。一方、インターネットモニタ

ーは、留置調査の回答者と比べて、「テレビ」「新聞」からの情報獲得は少ない。

それでは、原子力についての回答にはどのような差が出てくるのか。問 6-1 今後の原子

力利用についての結果を、ひとつの例として紹介したい。原子力利用に関する態度につい

て見ると、割当留置調査に比べて、全国 Web 調査では「原子力発電即時廃止」への回答は

高く（割当留置・14.8％に対して、全国 Web・19.0％）。原子力利用に対する態度としては、

割当留置調査よりも Web 調査の方が、若干廃止側に回答が出てくるようである。

また、割当留置調査に比べて、全国 Web 調査では「わからない」への回答が低い（割当

留置・22.9％に対して、全国 Web・11.3％）が、「あてはまるものがない」への回答は高い

（割当留置・1.7％に対して、全国 Web・8.0％）。ここで、「あてはまるものがない」という

選択肢は、この質問に対して、実際には選ばれないはずの項目であると言える。この質問

には「その他（＋自由記述）」が選択肢にあるので、「あてはまるものがない」回答者は、

本来は「その他」を選べばよいことになる。（実際、問 6-1 の選択肢に「あてはまるものが

ない」を入れていたのは、昨年度との比較を優先したためである。昨年度の調査作成時点
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では、その選択肢が無駄であることに気づかなかった。）

しかし、実際には、Web 調査では「あてはまるものがない」を選択する回答者がそこそこ

存在している。これは、インターネットモニターの、回答に対する真摯さを物語っている

のかもしれない。留置調査の回答者に比べて、インターネットモニターは、「わからない」

ことを表明しないが、しかし、それほど真摯には回答していない可能性がある。

このことは、他の質問を見ても推し量ることができる。「わからない」ことを表明しない

ことについては、例えば、問 4原子力・エネルギー分野に関する知識について、割当留置

調査よりも Web 調査の方が、軒並み「知らない」の回答率が低いことからも見て取れる。

回答に対する真摯さについても、本調査の中にいくつもあるマルチアンサー（複数回答）

の質問において、割当留置調査よりも Web 調査の方が、多くの項目で回答率が低くなり（つ

まり、押しなべて選択する数が少ないことを表している）、「あてはまるものがない」を選

択する率の高い。

近年は、質問紙調査の実施が、制度的・資金的にも難しくなってきており、代わりに Web

調査の実施が目立つようになってきた。また、Web 調査を補正して、いわゆる世論調査とし

て捉えていこうとする流れもある。本年度行われた一連の調査は、Web 調査の現実の一面を

浮き彫りにしているように思われる。質問紙による世論調査は、本来、熟考した意見（輿

論・opinion）を知ることは難しく、社会に漂っている空気（世論・sentiment）を知るも

のであるだろう。そういう意味では、誤解を恐れずに言えば、「真面目に考えずに回答する」

Web 調査のほうが「空気」には近いかもしれない。しかし、これらの調査結果を踏まえて、

今度の取るべき行動を決めようとする調査としては、Web 調査は若干頼りない。それは、よ

り考えない回答の結果であるので、こちらの行動の反映もまた期待できないからである。

もちろん、Web 調査を相対的に活用することについては、大きな意味がある。今年度の実

施調査で言えば、川内原子力発電所の再稼動についての全国 Web 調査と薩摩川内地域 Web

調査との比較は、一般的な人々と原発近隣住民との認識の差を浮き彫りにしており、大変

興味深い。このように、複数の調査手法を組み合わせて全体としての分析を行うというこ

とは、今後、ますます検討されてよいと思われる。

最後に、本調査は、東日本大震災以降において、原子力分野で継続的に実施されている

調査方法の正当性の高い調査のひとつであり、大変貴重なものである。ましてや、震災以

前から現在まで、比較可能な形でコンスタントに実施されている調査は、本調査 1 つのみ

であると言ってよい。このような調査データは、今後の原子力・エネルギーを取り巻く社

会状況を知り、それに対する活動を適切に行っていくための重要な基盤データであり、多

方面からもその活用が望まれている。この貴重な知的財産を、今後も継続して実施され、

更なる価値を付加していくことを切に願うものである。
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5.6 委員からのコメント④

台東区立御徒町台東中学校

富山 雅之

これまでに引き続き、「原子力利用に関する世論調査（2015 年度）」について、調査の企

画、調査結果の分析、報告書の作成などの検討を行う委員会に、現職の理科教師の立場で

参加させていただき、心から感謝している。

私がコメントを書くのは、平成 18,19,20,22,23,24,25,26 年度に続き 9 回目になる。

初期の頃は、資源・エネルギーについて中学生に直接指導している理科教師の立場から

コメントしてきたが、徐々にその役割は変化してきたように感じる。原子力利用について、

学習指導要領の枠組みの中で、理科の授業をどのように創意工夫して進めると、望ましい

意思決定ができる若者が育つかという視点は、委員会の中では相対的に小さくなってきて

いる。

その一方で、回答者の社会性、情報源の選び方、判断基準の傾向などに注目するように

なってきた。誰が、どんな対象に対して、どのような手法で、どのような情報を発信した

ら、有効な広報活動ができるかが、委員会の審議の中心となってきた。「全国個別訪問留置

調査」だけでなく「全国Ｗｅｂ調査」や「薩摩川内地域Ｗｅｂ調査」で得られたデータの

特性もわかってきた。「顔が見えないＷｅｂ調査」や「顔が見えるインタビュー調査」の分

析をする際の留意点も見えてきた。委員会のメンバー構成や専門性の変化から調査と分析

は、回を重ねるごとに説得力が増してきた。

折しも、平成 28 年夏の参議院選挙から、選挙権が 20 歳から 18 歳に引き下げられる。新

しく選挙権を得た年齢層の選挙への参加意識、投票率などに注目し、本調査の今後の分析

にもきっと生かしていけると考えている。

少し心配なのは、「原子力利用に関する世論調査」は、「安全保障」、「憲法改正」、「社会

保障と財政健全化」など、簡単に答えが出ないテーマに対する国民の情報収集と意思決定

と、何が同じで何が違うのかということである。おそらく共通点は多いのだろうが、「原子

力利用」に特化した調査や分析の視点も忘れずに、次回以降の「原子力利用に関する世論

調査」を進められるとよいと思う。

「原子力利用に関する世論調査（2015 年度）」に関われたことに感謝しつつ、これからも

経年変化を見守っていきたい。
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5.7 まとめ（次年度の世論調査実施に向けて）

本調査は、2006年1月から調査を開始し、2015年10月の調査で9回目の実施となった。原

子力の分野においては、事故や災害等の出来事があるごとに原子力に対する世論が変動す

る傾向があり、本調査では、2011年3月の東京電力（株）福島第一原子力発電所事故の前後

で原子力に対する意識が大きく変動したことを確認している。

2015年の原子力に関する大きな出来事としては、九州電力（株）川内原子力発電所の再

稼働により、約2年ぶりに国内の原子力発電所が運転再開したことが挙げられる。2015年調

査では、原子力のイメージでは「不安」が微増し、関心では「原子力発電の安全性」のポ

イントが増加するなどの傾向を示した。これらは川内原子力発電所の再稼働に関連するニ

ュース等を受けたことが影響している可能性が高い。このような分析は、単年で実施され

る調査では確認することができない分析結果である。さらに、これまで同じ手法を用いて

定点的に調査を実施していることで、2015年調査のポイントが過去のどの時点の水準と同

程度なのかを確認できることも本調査の特長として挙げられる。このような調査は、他に

類を見ない大変貴重な調査であると言える。

さて、2015年調査では、川内原子力発電所の再稼働にともない、「原子力発電の再稼働に

対する考え」を問う質問を新たに設けている。回答が多かった意見としては、「原子力発電

の再稼動について国民の理解は得られていないと思う（38.5％）」、「安全対策を行い、厳し

い審査を経て再稼動したのであれば、認めてもよいと思う（32.3％）」などが挙げられた。

その他にも、防災体制や火山への不安など、様々な意見が複雑に絡み合っていることを確

認することができた。

さらに、鹿児島県薩摩川内地域の意見を収集し、全国との比較分析を行うために、全国

対象と薩摩川内住民対象の2つのWeb調査を実施することにした。全国対象の訪問留置調査

では、薩摩川内地域のサンプル数が少なく、十分な意見を得られないため、地域限定のWeb

調査を実施した。その結果、全国と比べて薩摩川内地域の方が「川内原子力発電所の再稼

動について多くの地元住民は静観しているという印象がある」、「原子力発電の再稼動は立

地地域の雇用や経済に大きく貢献すると思う」という考えを持っている割合が高いことが

分かった。このように全国とは異なる傾向を確認できたことが新たな試みの成果である。

さて、2016年度は、原子力に関してどのような出来事が起こるだろうか。九州電力（株）

川内原子力発電所1,2号機、関西電力（株）高浜発電所3,4号機に続き、他の原子力発電所

も原子力規制委員会の新規制基準への適合審査を受けていることから、今後、原子力発電

所の再稼動へ向けた動きが加速するだろう。このような出来事については、テレビや新聞、

インターネットで報じられることが多く、それを受けて世論の意識はどのような変化する

だろうか。次年度の世論調査も重要なタイミングでの調査となる。

2015 年度の調査では、情報源の「テレビ」の選択肢などを細分化したが、「テレビ」のニ

ュース、情報番組は、どの年代も高い水準で情報源として捉えていることが分かった。ま
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た、年代、性別、知識、情報獲得行動、社会性価値観等によって、エネルギーや原子力等

の情報源の傾向が異なることを細かく把握することができた。特に、若い年代になるほど

新聞を情報源とする割合が減り、インターネット上のニュースサイトやスマートフォンの

ニュースアプリの割合が増えていることが特徴として挙げられる。このように通信機器の

進歩によって情報の受け手の行動に変化が生じてくるため、発信した情報を確実に伝える

ためには、情報の受け手の行動を継続的に確認していくことが重要である。

本調査では、エネルギーや原子力、放射線のことだけでなく、「社会性価値観（生活意識

や行動に対する価値観）」や「情報獲得に関する行動（普段どのような方法や行動で情報収

集を行っているのか）」の質問を取り入れ、クロス集計を行っている。一見、原子力と関係

ない項目として見られるかもしれないが、「原子力」×「社会性価値観／情報獲得行動」に

より、情報の受け手の姿がより鮮明に見えてくることがわかった。さらに、社会性や情報

収集への積極性が高い層は、オピニオンリーダー的に周囲に情報を発信する意識が高いた

め、このような層を経由して情報が波及することが期待される。

今後も、インタビュー調査や委員から指摘があった項目を中心に、質問項目の精査を行

い、原子力の知識普及活動などに携わるステークホルダーの方々に、広く活用していただ

けるような調査を継続して実施していきたい。
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